


  

 
令 和 ５ 年 ２ 月 定 例 会 

 

１ 会  期  ４日間  
 

２ 議事日程 

 

日次 月 日 曜 
開議 

時刻 
議   事 

１ ２月７日 火 14：00 

○開 会 

・会期決定 

・諸報告 

・第１号～第 13 号議案 

  上程、提案理由説明、質疑、委員会付託 

・広域連合一般に対する質問 

２   ８日 水 － 【常任委員会 議案審査】 

３   ９日 木 －  

４   10日 金 10：00 

【議会運営委員会】 

・第１号～第 13 号議案 

  委員長報告、委員長報告の省略、報告に対する質疑、討論、採決

・第 14 号議案 

  上程、提案理由説明・質疑・委員会付託・討論の省略、採決 

・議決事件の字句及び数字等の整理 

・会議録署名議員の指名 

○閉 会 
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 ●２月定例会議案等 

 

広域連合長提出議案 

第１号議案 令和５年度佐賀中部広域連合一般会計予算 令和５年２月10日 可決

第２号議案 令和５年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算 令和５年２月10日 可決

第３号議案 令和５年度佐賀中部広域連合消防特別会計予算 令和５年２月10日 可決

第４号議案 令和４年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２

号） 

令和５年２月10日 可決

第５号議案 令和４年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計補正予算

（第２号） 

令和５年２月10日 可決

第６号議案 令和４年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第

３号） 

令和５年２月10日 可決

第７号議案 佐賀中部広域連合条例の読点の表記を改める条例 令和５年２月10日 可決

第８号議案 佐賀中部広域連合個人情報の保護に関する法律施行条例 令和５年２月10日 可決

第９号議案 佐賀中部広域連合職員の定年等に関する条例等の一部を

改正する等の条例 

令和５年２月10日 可決

第10号議案 佐賀中部広域連合会計年度任用職員の給与及び費用弁償

に関する条例の一部を改正する条例 

令和５年２月10日 可決

第11号議案 佐賀中部広域連合広域計画について 令和５年２月10日 可決

第12号議案 専決処分について（令和４年度佐賀中部広域連合消防特

別会計補正予算（第２号）） 

令和５年２月10日 承認

第13号議案 専決処分について（佐賀中部広域連合職員の育児休業等

に関する条例の一部を改正する条例） 

令和５年２月10日 承認

 

委員会提出議案 

第14号議案 佐賀中部広域連合議会傍聴規則及び佐賀中部広域連合議

会会議規則の読点の表記を改める規則 

令和５年２月10日 可決

 

報告書等 

議決事件の字句及び数字等の整理について 令和５年２月10日 決定

介護・広域委員会審査報告書 

消防委員会審査報告書 

第１号報告 専決処分の報告について 
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一般質問項目表 
○ 一 般 質 問 

佐賀中部広域連合議会 

令和５年２月定例会 

質問順 氏  名 質問方式 質   問   事   項 

１ 永渕 史孝 一問一答 １ 防災学習広場について 

２ 野副 芳昭 一問一答 １ 第９期に向けた介護保険制度改正について 

  第９期の介護保険制度の見直しは何か 

２ ドクターヘリの広域連携の拡充強化 

(1) 広域管内への出動件数の推移は 

(2) 他県との協定事業内容は 

(3) ドクターヘリの運航要領は 

  （運航日･搭乗者･搭載資器材） 

(4) ドクターヘリでの搬送の効果は 

３ 松永 憲明 一問一答 １ 地域包括ケア体制の充実と機能強化について（令和４年

２月広域連合定例会の続き） 

(1) この１年間でどのように進捗したのか 

ア 各地域の包括支援センターの事業評価による改善 

イ 職員のスキルアップ 

ウ 生活支援コーディネーター等の体制強化 

エ システムの再構築 

(2) どんな課題が残ったのか 

(3) 今後の取り組みは 

２ 地域包括ケアシステムを支えるエッセンシャルワーカー

としての介護人材確保について 

(1) 現状と課題 

(2) 今後の具体的な取組み方 

４ 白石 昌利 一問一答 １ 防災教育と広報及び火災予防等の行政指導について 

(1) 火災・風水害・地震時の避難に向けての防災教育等の 

取り組みは 

 (2) 火災時の煙の怖さと煙から身を守る対策は 

(3) 木造建築物が密集する地域における火災予防の取り組 

みは 

５ 諸泉 定次 一問一答 １ 介護事業者の休止・廃止の現状と対策は 

２ 生活支援サービスの現状は 

構成市町間で、ごみ出し、買い物支援、移送サービスな

ど、どれくらい連携しているか 

３ 認知症対策 

若年層の認知症が増えてきていると聞くが現状と対応は 

４ 搬送困難な事例と対策は 

重症化したコロナ患者の搬送の現状と政府の第５類への

移行体制は 

５ 女性消防吏員の処遇対応について 

女性消防吏員の採用状況と配属先は 

６ 適材適所の人事異動やストレスケアについて 

(1) 人事異動への希望の反映は 

(2) 惨事ストレスケアの方法は 

６ 川﨑 健二 一問一答 １ 昨年７月と１０月に近所の同じ場所で救急車が立ち往生

をした。原因分析や今後の対応等を問う 

２ マンションなど高層建築物の現状と火災への対応につい

て 

３ 聴覚や発話に障がいがあり、音声で緊急通報することが

困難な方々が利用できる「ネット１１９緊急通報システ

ム」の普及・活用状況について 
 



令 和 ５ 年 ２ 月 ７ 日
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令和５年２月７日（火）   午後２時00分～午後５時44分 

出  席  状  況 

議 席 番 号 ・ 議 員 氏 名 ① ② ③ 議 席 番 号 ・ 議 員 氏 名 ① ② ③ 

１．田 中  英 行 ○ ○ ○ 11．江 原  新 子 ○ ○ ○ 

２．田 渕    厚 ○ ○ ○ 12．久 米  勝 也 ○ ○ ○ 

３．堤    克 彦 ○ ○ ○ 13．中 村  宏 志 ○ ○ ○ 

４．諸 泉  定 次 ○ ○ ○ 14．実 松  尊 信 ○ ○ ○ 

５．野 副  芳 昭 ○ ○ ○ 15．永 渕  史 孝 ○ ○ ○ 

６．白 石  昌 利 ○ ○ ○ 16．松 永  憲 明 ○ ○ ○ 

７．古 川  輝 英 ○ ○ ○ 17．川 副  龍之介 ○ ○ ○ 

８．筒 井  佐千生 ○ ○ ○ 18．重 松    徹 ○ ○ ○ 

９．川 﨑  健 二 ○ ○ ○ 19．川原田  裕 明 ○ ○ ○ 

10．御 厨  洋 行 ○ ○ ○ 20．山 下  明 子 ○ ○ ○ 

【凡例】会議時間:①14:00～15:28 ②15:40～16:29 ③16:40～17:44 ○:出席 欠:欠席 

 

地方自治法第121条による出席者 

広 域 連 合 長 坂  井  英  隆 副 広 域 連 合 長 横  尾  俊  彦 

副 広 域 連 合 長 江 里 口  秀  次 副 広 域 連 合 長 内  川  修  治 

副 広 域 連 合 長 伊  東  健  吾 副 広 域 連 合 長 池  田  一  善 

監 査 委 員 力      剛 会 計 管 理 者 森    留 美 子 

事 務 局 長 石  橋  祐  次 消 防 局 長 片  渕  義  孝 

副局長兼総務課長兼業務課長 宮  崎  直  樹 消防副局長兼総務課長 柿  内  信 一 郎 

消防副局長兼警防課長 貞  島  秀  晴 認定審査課長兼給付課長 金  子  健  一 

予 防 課 長 谷  口  英  也 情 報 指 令 課 長 砥  川  勇  人 

佐 賀 消 防 署 長 東  山  哲  三   

 

会議に出席した議会事務局職員 

議 会 事 務 局 長 倉  持  直  幸 議 会 事 務 局 参 事 宮  崎  直  樹 

議会事務局副局長 西  村  侯  二 議 会 事 務 局 書 記 宮  﨑  弘  充 

議 会 事 務 局 書 記 勝  見  伸 太 郎 議 会 事 務 局 書 記 倉  谷    裕 
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本 日 の 案 件 

 

 ●開会 

 ●会期決定 

 ●諸報告 

 ●以下の議案の上程、提案理由説明、質疑、委員会付託 

  ○第１号議案 令和５年度佐賀中部広域連合一般会計予算 

  ○第２号議案 令和５年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算 

  ○第３号議案 令和５年度佐賀中部広域連合消防特別会計予算 

  ○第４号議案 令和４年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号） 

  ○第５号議案 令和４年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計補正予算（第２号） 

  ○第６号議案 令和４年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第３号） 

  ○第７号議案 佐賀中部広域連合条例の読点の表記を改める条例 

  ○第８号議案 佐賀中部広域連合個人情報の保護に関する法律施行条例 

  ○第９号議案 佐賀中部広域連合職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

  ○第10号議案 佐賀中部広域連合会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

         する条例 

  ○第11号議案 佐賀中部広域連合広域計画について 

  ○第12号議案 専決処分について（令和４年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第２号）） 

  ○第13号議案 専決処分について（佐賀中部広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

         する条例） 

 ●広域連合一般に対する質問 

氏  名 質 問 事 項 

永 渕 史 孝 １ 防災学習広場について 

野 副 芳 昭 １ 第９期に向けた介護保険制度改正について 

２ ドクターヘリの広域連携の拡充強化 

松 永 憲 明 １ 地域包括ケア体制の充実と機能強化について（令和４年２月広域連合定

 例会の続き） 

２ 地域包括ケアシステムを支えるエッセンシャルワーカーとしての介護人材

 確保について 

白 石 昌 利 １ 防災教育と広報及び火災予防等の行政指導について 

諸 泉 定 次 １ 介護事業者の休止・廃止の現状と対策は 

２ 生活支援サービスの現状は 

３ 認知症対策 

４ 搬送困難な事例と対策は 

５ 女性消防吏員の処遇対応について 

６ 適材適所の人事異動やストレスケアについて 

川 﨑 健 二 １ 昨年７月と10月に近所の同じ場所で救急車が立ち往生をした。原因分析

 や今後の対応等を問う 

２ マンションなど高層建築物の現状と火災への対応について 

３ 聴覚や発話に障がいがあり、音声で緊急通報することが困難な方々が利

 用できる「ネット119緊急通報システム」の普及・活用状況について 
 



佐賀中部広域連合 令和５年２月定例会 ２月７日（火） 
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● 開  会 

◇議長（山下明子議員） 

 ただいまから、令和５年２月佐賀中部広域連合

議会定例会を開会します。 

 これより本日の会議を開きます。 

● 会期決定 

◇議長（山下明子議員） 

 初めに、会期の決定を議題とします。 

 お諮りします。今定例会の会期は、本日から２

月10日までの４日間としたいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、会期は本日から

２月10日までの４日間と決定しました。 

 なお、会期中の議事は、お手元の日程表のとお

り進めます。 

● 諸 報 告 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、日程により諸報告を行います。 

 報告の内容は、お手元の報告第１号のとおりで

す。これにより御承知をお願いします。〔諸報告

（38ページ掲載）〕 

● 議案上程 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、日程により、第１号から第13号、以上の

議案を一括して議題とします。 

● 提案理由説明 

◇議長（山下明子議員） 

 広域連合長に提案理由の説明を求めます。 

○坂井英隆広域連合長 

 本日、ここに佐賀中部広域連合議会定例会を招

集し、令和５年度の予算案をはじめとする諸議案

の御審議をお願いするに当たり、その概要を御説

明申し上げますが、これに先立ちまして、新年度

に向けての私の所信を申し述べさせていただきま

す。 

 ここ数年にかけての新型コロナウイルス感染症

の全国的な拡大により、本広域連合の介護保険事

務や消防事務においても、多くの新たな対応を余

儀なくされました。 

 早期の終息を願うばかりですが、このようなコ

ロナ禍の状況の中でも、できることを模索し、各

事務において 良の取組を実施していくよう努め

てまいります。 

 本広域連合の役割は、高齢者をはじめとした住

民の生活を、より安全に、より暮らしやすくして

いくことであり、その実現に向けて目的をしっか

りと捉え、効果的な施策を実施していくことが必

要だと考えております。 

 これには、議員各位をはじめとして、市町や関

係機関と連携し、また、住民の皆様と協働してい

くことが必要となりますので、より一層の御協力

を賜りますようお願い申し上げます。 

 それでは、各事務における施策の方針につきま

して申し述べさせていただきます。 

 まず、介護保険事務につきましては、令和３年

度から第８期介護保険事業計画の期間を迎えてお

ります。制度の持続可能性を維持しながら、高齢

者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能

力に応じた生活を営むことを可能とする施策の実

現に努めてまいります。 

 そのためには、介護保険制度におけるサービス

だけでなく、いろいろな分野と協働した地域包括

ケアシステムの深化・推進が必要となります。市

町の福祉施策と協力・連携していくこと、医療や

福祉の分野と連携していくことが重要であり、市

町とともに地域住民の皆様方と高齢者の生活を支

えていく仕組みづくりに努めてまいります。この

施策として、高齢者の総合相談窓口である地域包

括支援センターの機能の充実を行い、介護予防事

業をはじめとした地域支援事業のさらなる推進を

行ってまいります。 

 また、介護保険給付は、要介護認定者の増加や

サービス利用の頻度が上がっていることなどによ

り、制度が始まってから年々利用者及び給付費と

もども増加を続けてきましたが、ここ数年その増

加が鈍化しております。こういった高齢者のサー

ビス利用実態を的確に捉え、適正な介護サービス

の提供を図ってまいります。 

 そのためには、適正な認定調査等を行い、公

平・公正な要介護認定を推進いたします。また、

介護サービス事業者の指導・育成を行い、適正な
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サービス提供の体制づくりを推進し、これらを給

付適正化事業として取り組んでまいります。 

 そして、介護保険財政の財源となる介護保険料

ですが、住民の皆様それぞれの状況に応じた、適

切な納付につながる公平・公正な収納対策を行い、

保険財政の安定運営に努めてまいります。 

 以上、介護保険事務に係る重点施策を申し述べ

ましたが、次に、消防事務につきまして申し述べ

させていただきます。 

 昨年も全国各地において大雨による自然災害が

発生し、河川の氾濫や土砂災害などにより、尊い

人命や大切な財産が数多く奪われております。ま

た、いつ発生してもおかしくない大規模地震への

備えも必要であり、多様化・激甚化・頻発化する

災害から住民の生命、身体、財産を守るため、

日々の訓練のみならず、大規模災害を想定した合

同訓練や各種研修会へ積極的に参加することによ

り、柔軟かつ機動的な災害対応能力の強化を図っ

てまいります。 

 まず、火災への対応につきましては、火災予防

啓発・広報活動に重点を置き、引き続き火災予防

対策に取り組んでまいります。一般住宅において

は、住宅用火災警報器の設置率向上に加え、10年

を経過した機器の適切な維持管理や住宅用消火器

の設置促進につきまして、積極的な働きかけを

行ってまいります。また、事業所や不特定多数の

方々が利用される施設などに対し、防火設備の適

切な維持管理などのハード面における指導はもち

ろん、防火管理体制などのソフト面につきまして

も指導を徹底してまいります。 

 次に、救急への対応につきましては、新型コロ

ナウイルス感染症の終息が見通せない中、夏場の

記録的な猛暑などにより、救急需要はますます増

大しております。このような状況下においても救

急サービスを停滞させないために、ＳＮＳなど、

様々なツールを活用して救急車の適正利用を呼び

掛けるとともに、未然に事故を防ぐ「予防救急」

の啓発に努めてまいります。 

 また、救急救命士の養成や救急研修などを継続

し、救急隊員の更なるレベルアップに努めるとと

もに、住民の方々に対しては、ＡＥＤの取り扱い

を含めた救命講習の実施など、応急手当の普及啓

発を行うことにより、救命率と社会復帰率の向上

を目指します。 

 更には、防災拠点施設となる消防庁舎や消防・

救急車両などの施設整備を計画的に進めることに

より、消防体制の基盤強化を図ってまいります。

これらの施策により、消防の使命であります住民

の安全・安心を守ることを目的として、消防サー

ビスの更なる向上に努めてまいります。 

 それでは、諸議案の概要につきまして御説明申

し上げます。 

 まず、予算編成につきましては、厳しい財政状

況の中、職員の適正配置、事務の見直し等に努め、

経費の節減等を図っております。第１号議案「一

般会計予算」は、介護保険事務、広域行政に係る

事務などに関する経費となっており、その予算総

額は約15億8,556万円となっております。令和４

年度当初予算と比較しますと、約3.2パーセント

の増となっております。 

 歳出予算の主な内容につきましては、第８期の

介護保険事業計画における方向性を実現するため、

必要な体制を構築する経費を措置しております。 

 また、令和６年度からの第９期の介護保険事業

計画を策定いたします。 

 これは、本広域連合の圏域におきまして、地域

におけるニーズ、高齢者人口等を勘案し、介護保

険の施策や給付量の見込みを定めるものです。 

 より有効な施策を定めるため、有識者、被保険

者等による策定委員会を設置いたしまして、計画

の策定を行ってまいります。また、構成市町の高

齢者保健福祉計画と一体となる必要があることか

ら、その整合を図ってまいります。 

 次に、第２号議案「介護保険特別会計予算」は、

予算総額約321億6,308万円となっており、令和４

年度当初予算と比較しますと、約0.3パーセント

の減となっております。 

 歳出予算につきましては、各年度のサービスの

需要の見込みや、それを確保するための施策など

を定める第８期介護保険事業計画に基づき、必要

な額を措置しております。 

 次に、第３号議案「消防特別会計予算」は、予
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算総額約54億4,014万円となっており、令和４年

度当初予算と比較しますと、約4.6パーセントの

増となっております。 

 歳出予算につきましては、消防力の強化や防災

基盤の安定化に要する経費の措置を行っておりま

す。 

 次に、令和４年度２月補正予算につきまして御

説明申し上げます。 

 第４号議案「一般会計補正予算（第２号）」は、

補正額約206万円の減で、補正後の額は、約15億

5,924万円となっております。その主なものは、

決算見込みに伴う措置となっております。 

 次に、第５号議案「介護保険特別会計補正予算

（第２号）」は、補正額約11億172万円の減で、

補正後の額は、約323億5,867万円となっておりま

す。その主なものは、決算見込みによる保険給付

費、地域支援事業費及び保健福祉事業費の減額を

行っております。 

 次に、第６号議案「消防特別会計補正予算（第

３号）」は、寄附金歳入に伴う措置を行っており

ます。 

 以上で予算関係議案の説明を終わりますが、細

部につきましては、予算に関する説明書等により

御検討をいただきたいと存じます。 

 次に、条例等の議案につきまして御説明申し上

げます。 

 第８号議案「佐賀中部広域連合個人情報の保護

に関する法律施行条例」は、個人情報の保護に関

する法律の一部改正に伴い、個人情報の保護につ

きまして全国的に共通の制度が適用されるため、

同法の施行に関し必要な事項を定めるものです。 

 第11号議案「佐賀中部広域連合広域計画につい

て」は、本広域連合の基本的な方針等を定めてい

る広域計画につきまして、地方自治法第291条の

７の規定に基づき議決をお願いするものです。広

域計画につきましては、本広域連合では５カ年ご

とに策定しており、現在の計画の対象期間が今年

度までとなっているため、次年度からの広域計画

を定めるものです。 

 その他の議案につきましては、それぞれ議案の

末尾に提案理由を略記いたしておりますので、そ

れにより御承知をしていただきたいと思います。 

 以上、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

● 議案に対する質疑 

◇議長（山下明子議員） 

 これより、議案に対する質疑を行いますが、こ

れまでに通告がありませんので、これをもって義

案に対する質疑を終わります。 

● 議案の委員会付託 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、日程により、議案の委員会付託を行いま

す。 

 第１号から第13号、以上の議案については、お

手元の委員会付託区分表のとおり、それぞれ所管

の常任委員会に付託します。〔委員会付託区分表

（38ページ掲載）〕 

● 広域連合一般に対する質問 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、日程により、広域連合一般に対する質問

を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許可します。 

○永渕史孝議員 

 佐賀市議会自由民主党の永渕史孝です。私は通

告に基づきまして１点の質問をいたします。 

 防災学習広場についてです。 

 以前、中部広域連合議会の消防委員として、こ

れは2016年10月と記憶していますが、６年ほど前、

横浜市民防災センターを見学いたしました。この

ような施設が佐賀にもあればとそのとき感じたの

ですが、その後の関係者の尽力もあって、現在、

市民が防災学習を体験できる施設、コロナ禍の

真っただ中ではありましたが、防災学習施設が

2021年５月10日に完成し、この春に開館から２年

を迎えることとなります。 

 先日、施設見学に伺いましたが、泥水の歩行体

験や地震体験シミュレーター、また、ＶＲ消火体

験などの 先端の技術を駆使したコーナーも多く

見られ、大変楽しく防災について学べる場所でご

ざいました。 

 この質問、総括では改めて開館に至った経緯と

現状を振り返っていただきます。振り返る際、施

設の建設費用や運営費用、入場者数推移や入場者
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の年齢分布などをお聞かせください。 

 以上、総括の質問といたします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 防災学習広場についてお答えいたします。 

 まず、施設の整備に至った経緯についてお答え

いたします。 

 近年、全国各地で毎年のように記録的な大雨に

よる河川氾濫や土砂災害が発生するなど、災害は

多様化・激甚化・頻発化しております。 

 このような中、住民の防災意識を高め、また、

地域防災の発展の一助となれるような施設として、

消防局庁舎の新設に併せ令和３年５月10日から運

用を開始しております。 

 整備に要した費用は約１億円です。 

 １年間の運用費用としましては、人件費を除き、

約250万円でございます。 

 次に、施設の運用についてお答えいたします。 

 施設は原則事前予約制としており、利用時間は

９時30分から16時まででございます。 

 １組10人以下とし、担当職員の案内の下、１日

４組、40人の枠で受け入れております。 

 休館日は、土曜日と祝日、年末年始としており

ます。 

 これまでの利用状況でございますが、運用開始

から新型コロナウイルスの影響を受け、一時閉館

しなければならない期間もございました。利用者

数は昨年末までの約１年８か月間で延べ491組、

2,261人の方に体験していただいております。 

 世代別では、幼児241人、小学生544人、中高生

117人、一般の方が1,359人となっております。 

 構成市町別では、佐賀市が1,875人、多久市が

63人、小城市が101人、神埼市87人、吉野ヶ里町

25人です。このほか管外からの利用は110人です。 

 曜日別では、全体の約４割の方が日曜日に利用

されております。 

 防災学習広場についての御説明は以上でござい

ます。 

○永渕史孝議員 

 コロナ禍の中で厳しい船出となった防災学習広

場ですが、質問しようと思ったのは、私も先日見

学をして、もっと多くの市民が知るべき、また、

活用すべきであると感じて今回質問をしておりま

す。 

 新型コロナウイルス対策ですが、政府はこのほ

ど新型コロナウイルスの感染症の法上の位置づけ

を今年の５月８日から５類に引き下げると決定し

ました。今までは防災学習広場の広報などをやり

たいけれども、人数規制対策などもあり、積極的

広報が難しかったと思いますが、いよいよここか

らはもっと広報をし、多くの方に知ってもらう必

要性を感じます。 

 改めて市民の周知徹底をする上で、例えば、施

設紹介動画などを制作し、ＳＮＳ等で周知できる

体制づくり等もしてみてはいかがかと思いますが、

また、こういうパンフレットを置く場所をもう少

し増やすということでいろんな施設情報を流すと

いうことも必要だと思いますが、現在の広報、周

知の状況と今後の広報展開について御質問いたし

ます。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 施設の概要や利用方法につきましては、消防局

のホームページや各種広報紙などでＰＲを行って

おります。 

 観光施設としての広報については考えておりま

せんが、議員が言われるように、パンフレットの

配置場所や動画によるＰＲなど、広報活動の強化

に積極的に取り組んでいきたいと考えております。 

○永渕史孝議員 

 あちらのほうに行くと、子供向けのミニ消防車

なども入り口に置いてあったりして、親子連れと

かに対しても非常に良心的な形の施設だなと感じ

取ったりもする部分です。そういう部分でもっと

広報を、先ほど言ったように、新しい広報をどん

どんしていく必要性を感じたりします。 

 続いて、この入場についてお聞かせ願いたいん

ですけれども、先日、私の見学の折は、当日連絡

にもかかわらず、午後には見学対応していただき

ました。ヒアリングでは当日飛び込みでもお時間

が調整可能なら体験受付しているということで、

非常に市民の皆さんにも良心的な施設だなと思っ

たんですが、ただ、先ほどから御発言もあってい

るように、ホームページでは１組10名までと制限
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が現在かかっているということで、これだと、例

えば、学生が学級で見に行くとなってもなかなか

この人数とうまく調整がつかないとかというとこ

ろで、学習施設としてもいかがなものかなという

形もあってですね。それで、この人数制限緩和は

そろそろ考えてもいいかと思うんですが、いかが

でしょうか。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 10名制限の緩和をということでございますが、

防災学習広場では、地震や洪水体験など、利用者

にけがの危険性があるものもございます。事故防

止の観点から、１組10名という人数制限を設けさ

せていただいております。 

 しかしながら、自由に見ていただける展示ス

ペースなどもございますので、一定の人数制限は

設けながらも、状況によって柔軟に対応していき

たいと考えております。 

○永渕史孝議員 

 柔軟に対応していくということで、そういう考

えが必要かなと思います。 

 さて次に、これも先ほど発言があった話ですけ

れども、開館時間、開館日についてですが、先ほ

ど日曜日は非常にはやっているという話でしたけ

れども、土曜日、私は開館するべきじゃないかと

思っているんですね。私、地域で子供会等してい

ますけれども、ほかの地域はどんな感じか分かり

ませんが、土曜日によく地域のイベントはやるん

ですよ。それで、日曜日は家族で過ごしてくださ

いという時間に充ててもらって、土曜日にそうい

う地域でいろんな子供向けのイベントとかをやる

んですけど、その中でこういう学習施設などが土

曜日に閉館しているというのがいかがなものかな

と、これも感じるんですけど、この辺り、変更の

御検討などはいかがでしょうか。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 土曜日の開館は考えていないのかという御質問

でございますけれども、これまでの実績を見ても

休日の需要が高いことは認識しております。住民

の皆様が利用しやすいように、将来的には土曜日

の開館について検討していきたいと考えておりま

す。 

○永渕史孝議員 

 大変前向きでいいなと思うんですけれども、こ

の施設は有効利用していきたいところです。 

 さて、今日は１つずつ変えられませんかという

点で質問を続けるんですけれども、先ほどこれも

あった16時までという閉館時間なんですけれども、

これも通常で考えたら、17時までちゃんと開館し

ておくべきかなと思うんですよね。何かこういう

ところが、ちょっとした１時間だけの話ですけど、

市民にとっては必要なサービスの時間だったりす

るのかなと思うんですけど、この辺り、御答弁を

お願いします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 運用開始当初から余裕を持った運営としており

ましたが、開館時間の延長につきましても検討し

たいと考えております。 

○永渕史孝議員 

 大変気持ちよい答弁でございますけれども。 

 次に、横浜市民防災センターにも実は今回の件

を質問するに当たってヒアリングさせていただい

たんですけれども、あちらはコロナ禍前は入場者

が１年間10万人いらっしゃったそうでございます。

横浜市の人口はまず約337万人ぐらいなんですね。

じゃ、コロナ禍、横浜市の市民防災センターはど

んな感じだったかというと、令和２年度は２万

4,000人の方がお越しになったそうです。令和３

年度になると、少しコロナが落ち着いたというか

増えてきて、少し対策ができて４万5,800人がお

越しになられたということで、コロナ禍前の横浜

の施設を参考に、人口35万人の中部広域連合管轄

の人口のうちを計算していくと、横浜で考えて申

し訳ないけど、横浜で考えていくと、1.5％から

２％ほどが目標入場者数になるんではないかと思

うんですね。ただ、あちらは単独施設で、こちら

に関しては消防署の下についているということで、

ちょっと状況は違うんですけれども、そうなって

くると、大体5,300人ぐらいから7,000人ぐらいと

いうのが見えてくるんですけど、ここまでは

ちょっとと思われるかもしれないけど、やっぱり

目標入場者数を設定するというのは大事なことの

ような気がしますが、いかがでしょうか。 



佐賀中部広域連合 令和５年２月定例会 ２月７日（火） 

 

 

- 12 - 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 コロナ禍の運用開始となり、外出自粛などもご

ざいましたので、目標数を掲げることはできてお

りませんでした。今後は類似施設の状況を調査し

ながら、適切な目標を検証し、より多くの人に利

用していただけるよう努めてまいりたいと考えて

おります。 

○永渕史孝議員 

 矢継ぎ早に質問しておりますけれども、次の質

問ではアフターフォローが大事だという質問なん

ですけれども、横浜市民防災センターでは、お越

しになった方が帰られる際の来場者特典として、

自分の居場所を音で「ピー」と知らせる災害用

グッズの防災ホイスルをプレゼントされていたそ

うでございます。これは大変面白い試みだなと思

いました。帰宅後も施設を、また、防災意識を忘

れないようにするためなのかなと思って、行き届

いているなと思ったんですけれども、佐賀市議会

でも先日議員研修があったんですが、熊本県から

来られた危機管理防災企画監という有浦隆さんと

いう方も、私はいつもバッグの中に防災ホイスル

を入れていて、家族も入れるように言っているん

だということで言っていましてね。やはり何か地

震があったときに、自分がここにいるよと知らせ

るというような目的とか、いろいろほかにもある

でしょう。そういう目的の中で、常に防災という

のを意識してもらうために、そういうものを持っ

ていることがすばらしいんだということで、横浜

も導入しているという話だったんですけど、あっ

ちがよくてとか、そういう話はあんまり言い過ぎ

るとよくないかなと思うんですけど、僕はすごく

いいなと思ったんです。 

 現在もシールとかを配って子供たちとかすごく

喜んではいるんですが、家に帰っても防災利用で

きるものとかを渡すと、アフターフォローとして、

また、この施設の愛着としていいのかなと思うん

ですが、この辺りいかがでしょうか。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 防災グッズをお配りしてはどうかとの質問です

が、現在も小学生や小さいお子様連れの御家族な

どには火災予防広報のグッズをお渡ししておりま

す。 

 防災に役立つもの、そして、記憶に残るような

グッズの配布につきましても、予算の状況を見な

がら検討させていただきたいと考えております。 

○永渕史孝議員 

 本当にこの質問に至った経緯というのは、１億

円かけて造ったということでしたけれども、行か

れると分かるんですけど、本当にこれはすばらし

い施設だと思います。でも、いろんな方がここは

経験して知ってもらう必要があるし、子供たちと

かにもどんどん来てもらって知ってもらったらと

思っているんですね。先ほど観光としてはちょっ

ととおっしゃっていましたけど、考え方を少し変

えていけば、そういう余暇に防災を学ぶなんて本

当にすてきなことだなと思います。本当にすばら

しいものを造っていただいたと思うんですけれど

も、 後の質問ですが、改めて防災学習広場の今

後の活用について、どういうお考えの下、進めて

いかれるのか、その決意をお聞きします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 今後の展開についての御質問ですが、地域防災

の発展のため、そして、住民の皆様に楽しく学ん

で、知って、災害に備えていただくために整備を

させていただいた施設でありますので、広報強化

や適切な環境整備を行い、地域防災教育の一助と

なれるような施設運用に努めてまいりたいと考え

ております。 

○永渕史孝議員 

 質問を終わります。 

○野副芳昭議員 

 神埼市の野副です。通告していました第９期に

向けた介護保険制度改正についてと、佐賀県に配

備されて佐賀広域消防本部にも必要とされている

ドクターヘリの広域連携の充実強化の２項目につ

いて質問いたします。 

 高齢化に伴い、介護費用は急増し、介護保険も

上昇しています。厚生労働省の社会保障審議会介

護保険部会においては、2022年、令和４年ですが、

12月に2024年度の介護保険改正に向けた意見をま

とめられています。 

 介護保険制度改正に向けた議論は原則として３
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年に一度行われ、12月に意見をまとめるのが慣例

となっています。この意見を受けて厚生労働省が

2023年の８月に基本指針を示すようになっていま

す。 

 そこで、令和６年度からの介護保険の第９期の

期間となりますが、それに向けた介護保険制度改

正の見直しはどのようなものがあるのか、質問い

たします。 

 次に、救急医療用ヘリコプター、ドクターヘリ

の広域連携の拡充強化についての質問をします。 

 ドクターヘリは、1995年、平成７年１月17日の

阪神淡路大震災の経験から必要性が認識され、多

くの人の尽力で配備が進みました。その結果、

2011年３月11日の東日本大震災では18機が被災地

に飛んで、164人の傷病者を救命搬送しています。 

 このドクターヘリは、2001年の本格運用の開始

から21年たった2022年に、47都道府県の全てで運

用が始まりました。医師や看護師、医療機器を載

せて救急現場に空路で傷病者のもとに駆けつける

ことができます。 

 佐賀県にお尋ねしたところ、現在、福岡県と長

崎県との間で相互応援協定を結んでいるとのこと

です。 

 そこで、佐賀県が2014年度にドクターヘリを導

入され、県内に１機しかないドクターヘリが出動

中だった場合、他県との協定による応援や佐賀県

防災ヘリの活用状況を伺い、拡充強化に向けての

佐賀広域消防本部の考えを質問します。 

 まず、佐賀県ドクターヘリが2014年に運用を開

始し、現在までの佐賀広域消防局管内への出動件

数の推移はどうなっているのか。 

 次に、他県との協定事業内容はどのようにな

にっているのか。 

 そして、ドクターヘリの運用要領は、運行日、

搭乗者、搭載資機材など、どのようになっている

のか。 

 後に、ドクターヘリでの搬送効果はどうなの

か、質問します。 

 答弁の内容によっては質問席から再質問を行い

ます。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 第９期の介護保険制度の見直しはどのようなも

のかとの御質問にお答えいたします。 

 議員おっしゃるように、令和４年12月20日付で

社会保障審議会介護保険部会におきまして、介護

保険制度の見直しに関する意見がまとめられてお

ります。これは昨年３月から14回の会議を経てま

とめられた、約40ページにわたる意見になってお

ります。 

 制度見直しにつきましてはこの意見を受けて国

が基本指針を示すことになりますが、その基本指

針は令和５年の夏頃になりますので、現段階では

今回の社会保障審議会の意見について御説明をい

たします。 

 この社会保障審議会では様々な事項が検討され

ておりますので、高齢者や介護事業者に影響が大

きいと思われる項目について４つほど御紹介させ

ていただきます。 

 １つ目は、通所と訪問を組み合わせるなどの複

合型サービスの創設です。社会保障審議会では、

居宅介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応でき

るよう、複合型サービスの類型などを検討するこ

とが適当であるという意見が出されております。 

 ２つ目は、施設や居宅介護事業所における介護

ロボットなどのテクノロジーの活用です。介護ロ

ボットやＩＣＴ機器の導入などは地域医療介護総

合確保基金による様々な支援策のメニューがあり

ますが、テクノロジー化がさらに進むように、介

護事業者等に対するワンストップの窓口の設置を

目指すことが適当であるなどの意見が出されてお

ります。 

 ３つ目は、保険料のさらなる多段階化などの検

討です。この項目では保険料について多段階化、

高所得者の保険料の引上げ、低所得者の保険料の

引下げなどの検討が適当で、第９期計画の介護保

険者の準備期間等を確保するため、早急に結論を

得ることが適当であるという意見が出されており

ます。 

 ４つ目は、利用者負担割合における２割、３割

負担の所得基準の見直しの検討です。この項目で

は利用控えにつながるから慎重に検討すべきや、

保険料の上昇抑制のために見直しが必要など、見
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直しへの反対と賛成の両論が併記されており、第

９期計画に向けて結論を得ることが適当という意

見が出されております。 

 以上でございます。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 議員御質問のドクターヘリについてお答えさせ

ていただきます。 

 佐賀県ドクターヘリの機体主である佐賀大学の

統計によりますと、佐賀広域消防局管内での出動

件数は、2014年度に開始され2018年度までは年間

約130件前後で推移しており、2019年度は158件に

達し、2020年度からは出動件数が減少し91件で、

2021年度は74件でした。しかし、今年度は12月末

で97件となっており、増加傾向にあります。 

 次に、他県との総合応援協定についてですが、

佐賀県によりますと、長崎県、福岡県と約75キロ

の範囲で協定を結んでおり、２県とも佐賀県全域

に出動可能とのことでございます。 

 また、要請手順に関しましては、本局の情報指

令課から両県のドクターヘリ運航管理センターへ

直接連絡することとなっております。 

 運航要領についてですが、ドクターヘリは365

日出動可能となっており、救急医療の専門医及び

看護師、パイロット、整備士が乗り込み出動しま

す。また、機内には人工呼吸器や除細動器など救

急医療に必要な機器及び医薬品を搭載していると

のことです。 

 また、ドクターヘリを要請した場合の効果です

が、厚生労働省の統計によりますと、医師による

治療開始が救急車より早くできると発表されてい

ます。例として、搬送距離40キロの地点では、救

急車で受入れ可能な病院まで搬送するために約80

分かかるところ、ドクターヘリでは災害現場まで

約40分で到着し速やかな治療が開始できるという

効果がございます。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 それでは、再質問をしたいと思います。 

 介護保険制度改正見直しについてでありますが、

様々な見直しの意見が述べられました。高齢者や

事業者等に関し、メリット、デメリット等があり、

議論が今後尽くされるというふうに思います。 

 大切なのは、今後の高齢化に伴い、介護費用が

急増するというふうなことになるというふうに思

います。全国で介護保険制度がスタートした2000

年度の約3.7倍で推移しているというふうなこと

が先ほどの答弁の中でありましたように考えられ

ると思いますね。 

 また、介護費用が急増する、これに伴い、介護

保険料も上昇していくというふうなことが考えら

れると思います。 

 65歳以上の保険料の全国平均月額も第１期の

2,911円から第８期の6,014円と約2.1倍の水準と

いうことです。 

 ここで佐賀中部広域連合の基準額の月額は現在

5,960円、年額で７万1,520円というふうになって

おりますが、全国の月平均に比べて広域連合のほ

うでは基準額が少なくなっていることは住民の皆

様方にとってはありがたいというふうに感じます。 

 そこで、佐賀中部広域連合で2000年度の介護保

険制度スタート時と比べてどれくらい増えている

のか、お尋ねします。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 第１期からどれぐらい増えたかという御質問で

すが、介護費用と保険料のことを言われましたの

で、給付費と保険料についてお答えいたします。 

 まず、介護給付費用決算の数値で比較いたしま

すと、第１期の初年度に当たります平成12年度決

算が129億円、第８期の初年度に当たります令和

３年度決算が286億円と、約2.2倍増加しておりま

す。 

 また、保険料につきましては、保険料基準額で

比較いたしますと、第１期が月額3,068円、第８

期が月額5,960円と、約1.9倍になっております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 今の答弁でもありましたように、佐賀中部広域

連合での給付費は約2.2倍、介護保険料について

は約1.9倍と、両方とも約２倍程度になっている

というふうなことですが、今後の給付費及び介護

保険料の額が懸念されるというふうに思うんです

が、そこで、今後、2025年問題とか2040年問題等
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が起こると言われております。全国での介護費用

では、2025年度には約16兆円、2040年度には約27

兆円と推計されているというふうなことが言われ

ています。介護保険料においては全国平均で2025

年度には7,200円、2040年には9,200円になるとい

うふうに見込まれております。 

 その際、佐賀中部広域連合で給付費や介護保険

料についての推計は行っておられるのか、お尋ね

します。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 将来推計についての御質問ですけど、第８期の

事業計画の中で中・長期推計を行っております。 

 給付費につきましては、標準給付費見込額とい

たしまして、2025年が約326億8,000万円、2040年

が約402億5,000万円と推計しております。 

 また、保険料につきましては、基金を使わない

場合の保険料基準額といたしまして、2025年が月

額6,844円、2040年が月額8,550円と推計しており

ます。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 介護給付費が増えていることにより、国は国が

定める保険料の標準段階を第８期では９段階で設

定してありますが、今回の見直しでそれをさらに

多段階化するという話も聞いております。 

 佐賀中部広域連合での第８期の介護保険料の段

階はどのようになっているのか、お尋ねします。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 保険料の所得段階についての御質問ですが、当

広域連合では第６期から保険料の所得段階は11段

階としております。第８期につきましても国の標

準段階の９段階ではなく11段階とし、保険料を算

出しております。 

○野副芳昭議員 

 介護保険料の設定で国の方針では所得に応じて

基準額の0.3から1.7倍と９段階で設定されている

のが原則でありまして、高所得者ほど多く負担す

る仕組みになっておるようです。 

 佐賀中部広域連合では11段階に設定してありま

すが、細かくこういうふうに11段階に設定した理

由と効果をお尋ねします。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 保険料の所得段階を11段階とし、９段階以上の

所得の高い方を対象として保険料率を引き上げる

ことで保険料基準額を抑えることができておりま

す。 

 この結果、所得の低い方の負担軽減や保険料の

急激な上昇の抑制を図っております。 

○野副芳昭議員 

 低所得者、介護保険のべんり帳の中においても、

１から３段階の被保険者には、2019年、令和元年

ですけれども、10月の消費増税、８％から10％に

なりましたが、それに伴う軽減措置も導入されて

いるようです。 

 今後の事業計画策定委員会の中においても審議

はされると思いますが、低所得者の介護保険料の

軽減措置を含め、第９期の保険料の多段階化につ

いてはどのように考えておられますか。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 第９期の保険料につきましては、議員おっ

しゃったように、令和５年度に設置される佐賀中

部広域連合介護保険事業計画策定委員会の中で、

様々な制度改正や社会情勢を鑑みて、国の標準段

階を超える多段階についても検討するように考え

ております。 

○野副芳昭議員 

 介護保険料に対する住民の皆様におかれまして

は、介護保険料なんですけどね、年金生活や低所

得者の方も多数おられます。今の社会においては

物価高騰等で生活費の工面をされながら毎日を

送っておられます。その点を考慮していただき、

事業計画策定委員会で審議していただきたいとい

うふうに思います。 

 次に、介護サービスを利用した際の自己負担割

合について質問します。 

 保険料のほか、高齢者の負担となるのが介護保

険の利用者負担であります。介護サービスを利用

した際の自己負担の割合は、第１号被保険者で本

人の合計所得が160万円未満の人は１割ですが、

年金を含む所得が一定以上の人は２割を負担、所

得が現役並みの人は３割負担というふうになって

います。 
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 その負担割合は、先ほど見せましたように、べ

んり帳の中にも第１号被保険者の判定表として明

記されています。この中に明記されてある基準表

は佐賀中部広域連合だけのものなのか、全国一律

なものなのか、お尋ねします。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 介護保険の利用者負担につきましては、介護保

険法施行令で定められております。その施行令の

原則といたしましては、議員もおっしゃったよう

に、160万円以上、それから、220万円未満が２割

負担となります。220万円以上が３割負担という

ことになります。これは施行令で定められている

とおり全国一律の基準となっております。 

○野副芳昭議員 

 先ほどの９段階を11段階に佐賀中部広域連合は

独自で設定していると、全国においても11段階以

上のところもあるというふうなことも聞いており

ます。この介護保険料については、２割、３割負

担は全国一律というふうなことですね。 

 現在、１割から３割の負担割合が出ていると思

いますけれども、佐賀中部広域連合管内でのそれ

ぞれの負担割合、１割がどれぐらいか、２割がど

れぐらいか、３割がどれぐらいなのか、そこを把

握しておられますでしょうか。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 利用者の負担割合につきましては、毎年更新す

ることとなっており、その更新のための介護保険

負担割合証を７月に交付しておりますので、令和

４年７月現在での数字をお答えいたします。 

 人数の割合でいいますと、１割負担の方が

93.25％、２割負担の方が4.30％、３割負担の方

が2.45％、このような割合となっております。 

○野副芳昭議員 

 今の推計の中においては、１割負担の方は全体

の93.25％というふうに言われまして、非常に多

くを占めておられるというふうなことが分かりま

した。 

 大体もともとは１割負担が原則であったものが、

軽減措置があったときに、２割、３割というふう

なことができて、給付費を抑えようとしているわ

けですが、２割が4.30％、３割が2.45％と負担割

合が出ていますが、このような中で全て１割負担

だったというふうに想定した場合、２割、３割の

給付率でどれぐらいの影響があったのか、そこを

聞きたいと思います。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 令和３年度の給付費の決算の数字でお答えいた

します。 

 利用者負担が全て１割負担である場合と比べま

すと、約２億2,300万円の給付費が抑えられてい

ることになります。金額では億を超える金額と

なっておりますけど、この金額は給付費全体から

みると、約0.78％程度ですので、現行の所得基準

のままでは給付費を抑えることへの影響はあまり

ないと考えております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 今答弁でもありましたように、金額でいえば、

２億2,300万円というふうなこと、全体的に比べ

ればというふうな形の答弁がありましたけれども、

非常に多くを占めていると私は感じるわけですね。

パーセントでいえば、全体の0.78％というふうな

ことで、１％に満たない率になりますが、今後、

２割、３割負担の個々人の方がサービス利用を控

えようとされる方も出てくる可能性もあるのかな

というふうに感じます。介護が必要な高齢者が負

担増を避けようとしてサービス利用の回数を減ら

せば、結果として要介護度が上がる。将来の給付

増にもはね返るというふうなことにもなりかねま

せん。このような点も踏まえながら慎重に考える

べきであるというふうに思います。 

 介護費用が急増する中で、介護が必要になって

もその人らしく暮らし続けることができる地域社

会の構築ということが基本理念とされております。

まさにそのとおりだというふうに感じます。 

 佐賀中部広域連合での第９期の事業計画に向け

ての考えをお尋ねしたいというふうに思います。 

○副局長兼総務課長兼業務課長（宮崎直樹） 

 第９期の事業計画策定につきましては、令和５

年度に設置する佐賀中部広域連合介護保険事業計

画策定委員会で議論して策定することになります。

その策定委員会において、今回議員から御質問の
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ありました社会保障審議会介護保険部会の意見や

その意見を基に令和５年度の夏頃に国から示され

る国の基本指針、さらには、今年度当広域連合で

実施しております高齢者実態調査などの内容を十

分に精査し、基本理念に沿った計画となるよう努

めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 しっかり審議をしていただきながら議論してい

ただいて、また９期に向けて利用者の方たち、ま

た、住民の皆様方が安心して暮らせるような社会

づくりを構築していただきたいというふうに思い

ます。 

 以上で介護保険についての質問を終わりたいと

いうふうに思います。 

 続きまして、ドクターヘリについての一問一答

を行いたいというふうに思います。 

 広域連合管内への出動件数についてですが、先

ほどの答弁によりますと、出動件数はここ２年

減ったもののというふうな件数が報告されました。

全国でも同様に２年間は減っております。報道関

係、新聞等を見てのことですが、これは定かかど

うか分かりません。新型コロナウイルス感染症の

流行によると見られる事故の減少などの影響があ

るかも分からないと、外出等が少なくなってきて

いるとか、その点で事故が少なくなったとか、そ

ういうふうなことも報道されています。全国では

年間２万5,000件以上で大体推移しているという

ふうなことも言われております。 

 福岡県においては2002年２月に、九州・山口で

も早く、全国でも５番目にドクターヘリを導入

し、当初はこのドクターヘリの認知度も低く、

2002年度の出動件数は131件ということです。そ

れから、2014年度においては、佐賀、大分両県の

出動を含めて年間430件ほどで、約3.3倍に上って

いるというふうなことも報道されております。 

 ドクターヘリの必要性はこの結果から年々高

まっているというふうに考えてもいいのかなとい

うふうに思います。 

 そのような中で、現場到着時間について質問し

ます。 

 他県での例ではありますが、病院から市内への

転院をさせる病院間搬送でドクターヘリの運用を

して20分で目的先の病院へ搬送が完了していると

いうふうな報告もあっております。仮に救急車な

ら片道だけで45分かかるというふうな距離であっ

たとのことです。 

 今転院での例を挙げましたが、佐賀広域消防局

管内では、災害や事故現場到着までにかかる時間

はどれぐらい想定できるのか、お尋ねします。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 議員の質問についてお答えします。 

 佐賀県ドクターヘリ運航要領によりますと、佐

賀広域消防局管内は基地病院から25キロ圏内にあ

り、飛び立ってから約７分以内で到着することが

可能と示されております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 運航要領の中で示されているというふうなこと

だというふうに思いますけれども、７分以内とい

うことは救急車に比べれば素早く現場に着ける時

間であるというふうに思います。とても速いとい

うことでびっくりいたしました。いかにドクター

ヘリが速いのかということが再確認できたという

ふうに思います。 

 次に、要請について質問します。 

 ドクターヘリの要請についてですが、答弁で

あったように、ドクターヘリは消防からの要請で

出動ということで、救急車で運ばれた患者を受け

入れるようになっています。ドクターヘリを要請

する際に、患者の状態を見て、どのような判断基

準でドクターヘリの要請をするのか、お尋ねしま

す。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 ドクターヘリ要請の判断は佐賀県ドクターヘリ

運航要領に基準があります。主なものを申し上げ

ますと、この基準は、119通報と情報指令課で受

信し、通報内容で、突然激しい胸の痛みや頭痛、

自動車事故で閉じ込められている、また、高所か

らの転落など、生命の危機が切迫しているか、そ

の可能性が疑われる場合に要請ができるとなって

います。 
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 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 これは判断というのはとても難しいというふう

に思うんですね。ただ基準に沿ってちゃんと要請

のほうをするというふうなことになっていますの

で、その要請基準等をしっかり把握しておかんと、

要請ができないというふうに思いますね。 

 初の答弁の中で、要請手順は佐賀広域消防局

の情報指令課から直接連絡できるので、素早い行

動ができることによって、事故現場では早急の医

療措置ができることに安心をいたしたところでご

ざいます。 

 佐賀県においてドクターヘリは１機なんですが、

面積が広い県、また、島が多く点在している県等

のところでは、１機では運用が大変と思うんです

よね。 

 そこで、全国で運用されているドクターヘリの

状況をお尋ねします。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 事業主体である佐賀大学によりますと、現在、

全国で56機のドクターヘリが導入されており、北

海道では４機、青森、新潟、千葉、静岡、兵庫、

鹿児島では２機導入されているとのことです。佐

賀県は2014年に１機導入されております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 都道府県において、このドクターヘリの数はい

ろいろ多岐にわたっているというふうに感じてお

ります。先ほど言いましたように、面積の広さ、

また、島の多さ、山関係、いろんな障害物等が

あって、２機、北海道においては４機というふう

なことが考えられ、運用にも多分工夫をしておら

れるものと察知することができますが、各都道府

県において運用するには維持費もかかるというふ

うに思うんですね。 

 他県との協定も結んでおられることと思います

が、そこで、佐賀県においてドクターヘリの維持

費、これは県によって違うと思うんですが、佐賀

県においてドクターヘリの維持費は年間どれぐら

いかかるのか、お尋ねします。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 事業主体である佐賀大学によりますと、人件費

を含め、年間約２億5,000万円の維持費がかかる

とのことです。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 年間２億5,000万円ということとなれば、追加

購入などはちょっと考えられないかなと。ここら

辺で財政負担も考慮しなくちゃいけませんので、

なかなか考えられないというふうに思います。そ

こら辺が２機目の購入には課題になってくるとい

うふうに考えられてくるというふうに思います。 

 そうなれば、なおさら他県との協定強化が考え

られるというふうに思いますが、救急隊の皆さん

の迅速な行動が必要になってくるというふうに思

いますね。それと、的確な判断を期待したいとい

うふうに思います。 

 次に、離着陸指定地について質問したいという

ふうに思います。 

 県全体のドクターヘリ離着陸指定地は、2015年

度時点で162か所でありました。これは県全体で

すよ。そのうち学校のグラウンドが38％の62か所

でありました。佐賀広域消防局管内での離着陸指

定箇所は何か所あって、どのような施設に離着陸

しているのか、お尋ねしたいというふうに思いま

す。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 現在、佐賀広域消防局管内でのドクターヘリの

離着陸指定箇所は39か所あり、一番多いのは運動

公園や球場など公共施設のグラウンドの20か所で

約51％、次に小・中学校グラウンドが６か所で約

15％、公共の公園が５か所で約13％、あとは河川

敷や空港、病院のヘリポート、官公庁の敷地と

なっております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 私もドクターヘリが到着したときに立ち会った

ことが２回ほどあります。そのときには家の近所

でもありましたので、小学校のグラウンドに着陸

されました。消防隊の方が事前にグラウンドに放

水されて、ほこりが飛ばないようにということで

ですね。そのときはたまたま日曜日で子供たちも
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いませんでしたので、別に学校等の子供たちが飛

び出してくるとかというようなこともありません

でした。 

 管内においては離着陸の指定地が一番多いのが

運動公園、また、球場というふうなことで、小・

中学校のグラウンドが意外と少ないのには驚いた

というふうなことです。多分これは教育現場であ

るのを配慮しているのかなというふうな感じがい

たします。 

 現在、小・中学校のグラウンドを使ってあると

ころも離着陸ということでまだありますが、そう

いうふうなところは今のところ問題なく指定箇所

というふうになっているということに関してはあ

りがたいというふうに思いますね。 

 次に、他県のドクターヘリが困難なとき、例え

ば、他県でも出動しているとか、いろんな理由が

あると思いますが、他県のドクターヘリが困難な

ときに、防災ヘリとの連携等は管内では可能に

なっているのか、質問したいというふうに思いま

す。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 佐賀県によりますと、防災ヘリを救急ヘリとし

て活用することも可能であり、状況によっては佐

賀大学医学部附属病院の先生を乗せ現場へ出動す

ることも可能であるとのことです。 

 また、令和４年８月、佐賀県から各消防本部に

佐賀県消防防災ヘリコプターの効果的な運用につ

いての通知があり、ドクターヘリの要請に時間を

要する場合は防災ヘリの要請も可能となっている

ことから、防災ヘリとの連携は十分に取れている

ものと考えております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 可能というふうなことの答弁でありました。 

 この防災ヘリは、消火、防災、救助用として運

用されていますが、救急患者搬送にあまり使われ

ていないというふうに今の結果から思いますが、

ドクターヘリほどの医療機器はなくとも、医師や

看護師を乗せて救急搬送に出動してもらえれば、

相当な数の人が助かるというふうなことも言われ

ております。ドクターヘリと防災ヘリ、この２機

を効率よく運用させることによって、ドクターヘ

リが出動できない事態を減らすこともできると言

われています。 

 他県との協定だけでは解決が難しい問題もあり、

協定していても、先ほども言いましたように、他

県のヘリが出動した場合は対応できないケースも

出てくるというふうなことも考えておいたほうが

いいのかなというふうに感じますけどね。 

 佐賀広域消防局管内において佐賀県防災ヘリと

の連携は取れているというふうなことですが、今

まで防災ヘリを救急ヘリとして要請したことがあ

るのか、佐賀中部広域管内で。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 令和３年４月から令和４年３月までの実績です

が、佐賀県内で３件の救急要請があっており、う

ち１件が佐賀広域消防局管内で要請しております。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 後になりますけれども、ドクターヘリも連携

して使えるというようなことで、今までも実績も

あるというふうなことで、大変心強いというふう

に思います。 

 このドクターヘリに関しては関係者の方が、ド

クターヘリを導入するだけにとどまらないで都道

府県の県境をまたいだ広域連携を一層充実するこ

となどが、より効果的で機動的な救急医療体制を

目指すべきだというふうに訴えておられます。 

 救命率の向上に成果を上げる一方、出動要請の

重複に対応するための２機目の導入、隣県との相

互乗り入れなどに取り組む必要があるというふう

なことも言われております。 

 このドクターヘリを増やすには、ドクターヘリ

のヘリコプターだけじゃなくて、医師とかパイ

ロットの確保も不可欠になってきます。費用の面

が大変厳しくなるというふうに考えます。 

 九州・山口の全県でドクターヘリが導入された

今、課題は県境を越えた相互乗り入れの充実強化

が必要であるというふうに思います。効果的な運

用に向けて関係機関で連携を図ることが今後は重

要になってくることでしょう。ドクターヘリは都

道府県が運用しておりまして、県境を越える運行
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は自治体同士の協定が必要になるので、協定内容

によっては他県のヘリのほうが速く到着できる場

合でも、この佐賀県であれば、佐賀県のヘリを呼

ばなくてはならないというふうなことになります。

自分の県が優先では住民に対するシステムの恩恵

を平等に受けられるような協定が今後必要になっ

てこなければならないというふうに思います。県

境を越えた生活圏での運用を図るには、患者が発

生した県の基地局が違う場合、初めから隣県のド

クターヘリの出動を要請できること、また、県内

で起きた交通事故が隣県のドクターヘリを出動し

たケースなど広域連携が功を奏したというふうな

例もあります。 

 佐賀中部広域連合管内でも隣県から、例えば、

福岡、長崎のほうがアクセスが容易な地域もある

はずだというふうに思います。都道府県をまたい

だ福岡県、長崎県など、広域連携を一層拡充する

など、佐賀広域消防局から佐賀県に対して、管理

が佐賀ですので、佐賀県に対して効果的で機動的

な救急医療体制を目指すための手段を訴えていた

だきたい。これだけドクターヘリの必要性があり

ますと、また、隣県との協定も見直すところも見

直し、今後、救命措置が迅速に対応できるように、

処置ができるようなことも佐賀県のほうに必要性

を訴えていただきたいというふうに思いますが、

どうですか。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 議員がおっしゃられているさらなる連携強化に

ついては、県全体の問題でもありますので、県と

県内消防本部と話し合いながら研究していきたい

と思います。 

 以上でございます。 

○野副芳昭議員 

 ありがとうございます。 

 以上で質問を終わりたいというふうに思います。 

◇議長（山下明子議員） 

 ここで10分ほど休憩します。会議は15時40分に

再開します。 

          午後３時28分 休 憩   

 

          午後３時40分 再 開   

◇議長（山下明子議員） 

 休憩前に続き会議を開きます。 

 広域連合一般に対する質問を続けます。 

○松永憲明議員 

 それでは、通告に従いまして、２点総括質問を

行います。 

 まず１点目、地域包括ケア体制の充実と機能強

化についてでございます。 

 高齢者が住み慣れた地域において安心して元気

に暮らすことができるよう、また、高齢者とその

家族、介護者が抱える様々な課題に対して適切に

対応できるよう、地域包括ケアシステムにおける

中核的な機関であります地域包括支援センターの

機能を強化するとともに、地域の様々な機関やボ

ランティア等が連携を図りながら、高齢者自らも

参加し、包括的、継続的な支え合いを行う地域包

括ケアシステム構築の一層の推進と体制の充実、

機能強化を図ることが重要だと思います。 

 昨年２月の広域連合定例会における私の地域包

括ケア体制の充実と機能強化についての一般質問

で、次の４点が答弁されました。１つ目には、各

地域の包括支援センターの事業評価による改善、

２つ目に、職員のスキルアップ、３点目に、生活

支援コーディネーター等の体制強化、４点目に、

システムの再構築であります。この４点について、

この１年間でどのように進捗したのか、答弁を求

めます。 

 ２点目、地域包括ケアシステムを支えるエッセ

ンシャルワーカーとしての介護人材の確保につい

てでございます。 

 介護の現場においては、離職率が高いことが問

題となっております。特に、特定施設入居者生活

介護に従事する職員は、その他の介護職員と比べ

て離職率が高いのが特徴です。令和２年度に発表

された介護労働実態調査では18.8％、また、令和

３年度ではやや改善したものの、16.2％の人が離

職したというデータが出ております。 

 ちなみに、そのほかの職種の令和３年度での離

職率は、訪問介護で13.3％、通所介護15.0％、介

護老人福祉施設で13.4％、介護老人保健施設で

11.6％という実態となっております。 
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 本来、高齢者の生活サポートをするならば、24

時間体制を整える必要があります。しかし、人手

不足のため、それが難しいのが現状です。 

 そこで、質問ですが、本広域連合管内でも地域

包括ケアシステムを支えるエッセンシャルワー

カーとしての介護職員の人材不足を来してはいな

いか。この人材確保について、現状と課題につい

てお答えください。 

 以上を申し上げまして、総括質問といたします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 まず、地域包括ケア体制の充実と機能強化につ

いて、議員からの御質問があった４点につきまし

てお答えいたします。 

 初めの各地域の包括支援センターの事業評価に

よる改善につきましては、国の指標による評価を

各センターごとに実施し、未達成項目の改善に取

り組んでおります。また、各センターと個別のヒ

アリングを行いまして、改善するように指導して

おります。未達成項目の例といたしましては、地

域ケア会議での地域課題の抽出や、生活圏域のケ

アマネジャーがどのような要望があるかを把握し

ているかなどがあり、こうしたことの改善に取り

組んでおります。 

 次に、職員のスキルアップについてですが、連

合圏域内の地域包括支援センター全職員を対象に

したスキルアップ研修を年に２回実施しておりま

す。上半期の実施内容ですが、厚生労働省が設置

しております認知症介護研究・研修東京センター

の職員による認知症に関する講義をリモートにて

行いました。下半期の実施内容ですが、厚生労働

省職員による介護予防ケアマネジメントに関する

講義を集合形式によって行いました。 

 次に、生活支援コーディネーターの体制強化に

ついてですが、まず、このことの前提として、財

源である地域支援事業交付金の枠が同一である認

知症地域支援推進員及びチームオレンジコーディ

ネーターの配置と併せて考える必要があります。

この財源の枠は市町ごとの積算であるため、市町

ごとに検討を行っているところです。特に、生活

圏域が複数あります佐賀市、小城市、神埼市の民

間に委託している包括支援センターでは、基本的

には生活支援コーディネーターと認知症地域支援

推進員が兼務による１名の配置としております。 

 なお、検討が進んだ小城市については、新たに

出てきましたチームオレンジコーディネーターの

検討の中で、小城南部地域包括支援センターにお

いては生活支援コーディネーターを兼務から専任

にすることで体制強化につながっております。 

 後に、システムの再構築ですが、地域包括支

援センターシステムを再構築しまして、昨年７月

半ばから稼働しております。新しいシステムでは、

スムーズな画面遷移ができるなど、操作の手間が

減った部分が多くあり、事務の効率化に寄与して

おります。 

 また、新しい機能も設けております。ケアマネ

ジメントにおける居宅介護支援事業所との情報連

携が手作業からデータ連携になり、さらに、総合

相談における相談記録の分類機能や音声入力など

の機能も追加いたしまして、事務の効率化を図っ

ております。 

 次に、介護人材の現状と課題についてお答えし

ます。 

 介護人材の状況につきましては、公益財団法人

介護労働安定センターが毎年実施している事業所

における介護労働実態調査がありますので、その

調査結果を参考にしております。令和３年度の調

査においては、訪問介護員や介護職員の職種を中

心に、全体として約６割の事業所が従業員の不足

を感じているという結果でした。また、本広域連

合においても、実際に事業所から募集しても人材

が集まらないとの声を聞くことがありますので、

依然として介護人材が不足している傾向が続いて

いると認識しております。そのため、介護職員の

離職防止や定着促進、新規就労者の促進、働きや

すい環境づくり、外国人などの多様な人材の活用

等により、今後必要となる人材を安定的に確保す

ることが課題と考えております。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 それでは、一問一答に入っていきます。 

 まず、１つ目の地域包括ケア体制の充実と機能

強化についてなんですけれども、今この１年間の



佐賀中部広域連合 令和５年２月定例会 ２月７日（火） 

 

 

- 22 - 

取組、進捗状況が答弁されたわけですけれども、

この取組の中でどのような課題が残っているのか、

それをまずお答えください。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 １年の取組の課題についてお答えします。 

 先ほどお答えしました４つの項目のうち、３つ

の項目につきまして課題があります。 

 まずは各地域の包括支援センターの事業評価に

よる改善ですが、各センターの評価に係る未達成

項目の中では、そのセンターだけの問題ではなく、

センターの生活圏域における居宅介護支援事業所

などの連携機関が関係する未達成項目もあります

ので、その改善には時間がかかるという課題があ

ります。 

 次に、生活支援コーディネーターの体制強化に

ついてですが、財源である地域支援事業交付金の

枠は市町ごとに異なります。また、各生活圏域の

高齢者の人口も違うため、業務量も異なります。

このため、先行した小城南部地域包括支援セン

ターの事例を全てのセンターに当てはめていくこ

とは難しいという課題があります。 

 後に、システムの再構築ですが、課題が２つ

あります。まず、今回のシステムの再構築では、

全ての構成市町での実施ができませんでした。こ

のことは広域連合のスケールメリットを生かせて

いないと考えております。 

 システムのもう一つの課題ですが、総括質問で

も御説明いたしましたプランの委託先データ連携

システムについて、システムを導入した居宅介護

支援事業所が導入時に計画した98事業所のうち、

46の事業所にとどまっていることが課題として

残っております。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 いろいろ取り組まれてきて、課題もあるという

ことでありますけれども、ただいま答弁いただき

ました課題を踏まえまして、今後、具体的な取組

をどういうふうにされようとしているのか、それ

をお答えいただきたいと思います。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 課題への今後の取組についてお答えいたします。 

 まずは各地域の包括支援センターの事業評価に

よる改善でございますが、各センターと本広域連

合が評価の未達成項目の確認を毎年行っていくと

いうのはもちろんのこと、改善を早めるために包

括支援センター間で情報交換ができる場を提供す

るなど、着実に改善につなげていきたいと考えて

おります。 

 次に、生活支援コーディネーターの体制強化で

すが、生活圏域が複数ある佐賀市、小城市、神埼

市には、配置方法に併せて、それぞれの財源枠の

範囲内での配置に係る費用の検討もしていただく

ようにしております。全ての生活圏域に均一の配

置を行うのではなく、各市町の状況に合わせて市

町ごとに検討を進めていくということになります。 

 後に、システムの再構築ですが、２つの課題

への取組を御説明いたします。 

 １つ目は、全ての構成市町におけるシステムの

再構築ではなかったため、次回の更新時期である

令和９年度の前々年度である令和７年度までに全

ての構成市町でシステムの統合の再構築を行いた

いと考えております。 

 ２つ目に、ケアプランの委託先である居宅介護

支援事業所とのデータ連携システムについては、

多くの居宅介護支援事業所に導入していただくよ

う再度募集を行います。また、プランの受託件数

が多い事業所につきましては、複数のライセンス

を配付するように検討したいと考えております。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 今後の取組ということで今３点示していただき

ましたけれども、各市町におきましても、それぞ

れ独自の予算がある中で、またこういったところ

もということになると、かなり厳しい面もあろう

かと思いますけれども、やっぱりよりよい包括支

援センターをつくり上げていく、体制強化を図っ

ていく上で、ぜひとも各市町のほうでも御努力を

お願い申し上げておきたいと思います。 

 それでは、大きな２番目の一問一答に移ります。 

 毎月勤労統計によりますと、介護職員と一般労

働者との賃金において10万円の格差があるという

ようなことが明らかになっております。そして、



佐賀中部広域連合 令和５年２月定例会 ２月７日（火） 

 

 

- 23 - 

加えましてサービス残業が多い、夜勤スタッフが

少ない、介護職員処遇改善の加算報酬は申請した

事業所のみが対象で、支払い方法もボーナスや諸

手当の支給が多いというのが実態となっておりま

す。早急に処遇改善を行うことが極めて重要だと

考えます。 

 これによって看護師や介護職員の増加が見込め

ると思いますが、この待遇改善についてどのよう

なことを考えておられるのか、御答弁をお願いし

ます。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 一般労働者との格差に対応するための介護職員

の賃金改善につきましては、令和４年度の臨時の

報酬改定において、従来からの処遇改善加算と特

定処遇改善加算に加えて、令和４年10月に介護職

員等ベースアップ等支援加算が新設されておりま

す。従来の加算につきましては、加算取得の要件

となる賃金改善の方法として、賞与や一時金とし

て支給することも認められていました。しかし、

今回新設されたベースアップ加算では、基本給や

毎月支払われる手当の引上げにより賃金を改善す

ることが要件とされておりますので、必ず月額で

の収入が増加する仕組みとなっております。 

 本広域連合では、介護職員の離職防止や定着に

つながる賃金改善がさらに進むように、引き続き

ベースアップ加算を含む処遇改善加算に係る加算

の取得促進を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 それぞれの事業所、施設等でこれが行われてい

くわけでありますので、広域連合として強制的に

どうこうというのはなかなか難しいと思いますが、

やっぱりこのことについては極力改善を進めてい

かれるよう、事業所のほうに徹底をお願いしたい

というふうに思うところでございます。 

 それで、次なんですけれども、介護ＩＣＴツー

ルを導入することで業務をシステム化すれば、一

人一人の業務効率が改善されるということで、人

材不足解消につながるのではないかと思います。

先ほども幾らかそれに類することが答弁の中にあ

りましたけれども、今後どのようにこの点につい

て考えられて、進められていくつもりなのか、御

答弁をお願いします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 介護現場へＩＣＴ機器を導入することにつきま

しては、介護職員の負担軽減を図ることができる

手段の一つとして、介護職員の定着につながるも

のと考えております。介護事業所がタブレット端

末等のＩＣＴ機器の導入をする場合には、県の先

進機器導入支援事業費補助金を活用することと

なっております。そのために、本広域連合ではそ

の補助金を介護事業所へ周知し、ＩＣＴを活用し

た業務効率化の支援、促進を図ってまいります。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 そういった仕組みがあるということであります

ので、ぜひともこれは周知を図っていただいて、

少しでも改善が進むようにお願いを申し上げてお

きます。 

 後なんですけれども、現状と課題を踏まえま

して、今後の具体的な取組についてお示しいただ

きたいと思います。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 介護職員の定着が進むためには、賃金や業務効

率の改善のほか、働きやすい環境を整えることが

必要であると考えております。介護職員につきま

しては、職場の人間関係が離職理由の大きな要因

となっております。令和３年度から全ての介護事

業所を対象に、ハラスメント対策として必要な措

置を講じることが義務づけられましたので、離職

防止の観点からも、本広域連合が行う集団指導や

運営指導において、ハラスメント対策に必要な体

制が整備されるように事業所への助言や指導を

行ってまいります。 

 また、国等の労働部局との連携により介護職員

の労働環境改善を図ることとしております。これ

につきましては、本広域連合が毎年実施しており

ます介護事業所に対する集団指導において、佐賀

労働基準監督署から適正な労務管理や働き方改革

の支援制度、身体的負担の大きい介護従事者の腰

痛予防対策など、労働環境改善につながる制度や

取組を説明してもらうこととしております。その
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ほか、外国人介護人材受入れを支援するための県

の事業を介護事業所へ周知したり、介護現場へ新

規就労を促すために県が開設しております介護事

業所を紹介するウェブサイト「さがケア」への登

録を事業所に促したりするなど、県が行う介護人

材確保に係る取組に協力することとしております。 

 今後、介護を必要とする高齢者へのサービス提

供に影響がないように、国や県、関係機関と連携

しながら介護人材の安定的な確保に努めてまいり

ます。 

 以上でございます。 

○松永憲明議員 

 今言われたように、県のほうも様々なことを取

り組んでおられるわけでありますので、そういっ

たところの周知を業者のほうに徹底してやってい

ただくということが極めて重要かなと思います。

そしてまた、やっぱりいろんな課題、問題等につ

いては的確に把握していただきながら、今後の施

策に生かしていくということが大事だと思います

ので、今後ともまたよろしくお願い申し上げまし

て、私の質問を終わります。 

○白石昌利議員 

 神埼市の白石です。それでは、質問を行います。 

 毎年のように災害が起こっています。地震だけ

ではなく、台風、豪雨、火災など、多くの災害が

いつ起こるか分かりません。近年で起きた災害に

ついて改めて知り、突然の災害に備えるため防災

意識を高め、自分、家族、地域ができることを考

え、自分の身を守るための備えが必要です。 

 そこで、次のことを質問します。 

 佐賀広域消防局管内の災害における防災教育と

周知広報及び火災予防などの行政指導について３

点伺います。 

 まず１、有事の際に安心・安全に避難できるよ

うに、日頃からの対策が必要です。火災、風水害、

地震時の避難に向けての防災教育などの取組を伺

います。 

 ２番目です。火災で恐ろしいのは、火炎より煙

と言われます。そして、火災で亡くなる原因は、

やけどによるものよりも、煙による一酸化炭素中

毒や窒息が原因で命を落とすことが多いと聞きま

す。発生した火災から身を守る対策について伺い

ます。 

 ３番目です。老朽化した木造建築物が建て並ん

だ住宅地域は、地震発生時に家屋の倒壊や同時多

発火災、大規模な延焼を起こす可能性が高く、過

去の地震や火災発生時においても、老朽化した木

造建築物が密集する地域等では、家屋の倒壊や火

災により多くの人命や財産が失われたというよう

な報道もありました。 

 このような老朽化した木造建築物が密集する地

域等の火災予防に向けた取組を伺います。 

 以上を総括として質問を行います。 

○予防課長（谷口英也） 

 まず初めに、防災教育や住民への周知広報につ

いてお答えいたします。 

 火災や風水害、地震など、様々な災害から命を

守るためには、まず、それぞれの災害について正

しい知識を身につけることが重要となってまいり

ます。当局では、事業所や自治会などからの依頼

に基づいて実施する防災教育のほか、防火フェス

タなどの防災イベントを通じた啓発活動を行って

おります。また、当局ホームページをはじめ、ラ

ジオ放送や広報紙のほか、昨年12月からはＳＮＳ

による情報発信を始めるなど、様々な広報媒体を

活用して、住民のニーズに寄り添った情報の発信

に努めているところでございます。 

 さらに、消防局佐賀消防署の庁舎新築に合わせ

まして、庁舎１階に防災学習広場を併設しており

ます。この施設は地震や風水害などへの備えにつ

いて、実際に体験しながら学べる施設となってお

ります。こうした施設の活用促進を図ることで、

住民の消防、防災に関する知識向上を図っている

ところでございます。 

 次に、火災による煙の怖さと身を守る対策につ

いてでございます。 

 火災時に発生する煙には一酸化炭素などの有毒

なガスが多く含まれております。そういった有毒

なガスを多量に吸い込みますと一瞬にして意識を

失い、場合によっては命を落とすことがございま

す。 

 この煙から身を守る対策についてでございます
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が、煙が拡散する速さは上方向には１秒間に３

メートルから５メートルと非常に早く、横方向に

は１秒間に0.3メートルから0.8メートルと比較的

遅いことから、避難する際には水平方向に避難す

ることが基本となってまいります。また、高い位

置にある煙は非常に高温で濃度が濃いことから、

ぬれたハンカチやタオルで鼻や口を押さえながら、

できるだけ低い姿勢で避難する必要がございます。

さらに、煙の拡散を 小限に抑えるために、避難

する際には出入口のドアを閉めて避難することも

有効とされております。 

 何よりも安全に避難するためには、火災の発生

をいち早く知り、即座に避難行動を開始すること

が重要となるわけでございますが、特に、就寝時

における逃げ後れを防ぐ目的で、各家庭に住宅用

火災警報器の設置が義務づけられております。ま

ずは法令に基づいて設置すること、そして、設置

した後は定期的な点検や10年を目安とした機器の

取替えを行うことが火災による煙から身を守るた

めの有効な対策となってまいります。 

 続きまして、木造建築物密集地域に対する火災

予防対策等の取組についてお答えいたします。 

 令和４年８月10日に発生した福岡県北九州市小

倉北区旦過市場での火災を受けまして、総務省消

防庁から木造飲食店等が密集する地域に対する防

火指導に関する通知文が発出され、防火指導の方

針が示されました。この通知で示された防火指導

の対象地域は、延べ面積の合計がおおむね3,000

平方メートル以上の大規模なアーケード商店街な

どとされており、当局管内に該当する地域はござ

いませんでした。しかしながら、火災予防指導の

重要性から、当局消防活動基本規程に基づき作成

している消防活動計画の中から、建築物密集地域

に指定している13の地域に対しまして、自治会長

などの御協力をいただき、防火リーフレットの配

付を実施したところでございます。 

 また、この13地域のうち、５つの地域から防火

指導の依頼がありましたことから、職員が現地に

赴きまして、消火器の取扱訓練等を実施いたしま

した。 

 そのほか、佐賀消防署管内の飲食店等が連なる

中央マーケット、白山アーケードにおきましては、

防火リーフレットの配付と防火指導を実施したと

ころでございます。 

 以上でございます。 

○白石昌利議員 

 まず、総括質問での３点について御答弁いただ

きました。私が今回この質問に至ったのは、昨今

の火災や、そして、災害の報道を聞くたびに、こ

れをもし知っていたら亡くならないで済んだ大切

な命が守られたはずなんだといった強い思いから、

今回いろんなこういったことについて、防災意識

について再度みんなで認識しなければならないん

じゃないかという思いで質問を起こしたところで

す。 

 まず、１点目の防災教育につきましては、 初

の質問でありましたように、防災学習広場の利活

用、これは私は本当に大事だと思います。やはり

体感するということは、災害時に落ち着いて行動

ができる、これにつながってくるかと思います。

ですから、防災学習広場の利活用については、質

問であったように、今後もどんどん促進、推進し

ていただきたいなというふうに思っております。 

 また、２番目の煙の怖さ、これは以前にも私は

この広域連合議会で煙は怖いですよということで

質問しておりました。しかしながら、昨今の火災

においても、まだまだ煙で亡くなる方が大変多く

おられます。ですから、再度この煙についての認

識というのも高めていただきたいなという思いが

あります。 

 また、３番目の木造建築物が密集する地域での

いろんな火災、地震、そういったことでの事故等

も多く起きております。多くの命が失われていま

す。ですから、答弁にありましたように、確かに

この管内におきましては、3,000平米を超える大

規模アーケード商店街、こういったものはないか

も分かりませんが、しかし、それに類似した建物

はまだまだあると思いますので、こういった建物

については、しっかりと行政指導をやっていただ

きたいなというふうに思っているところです。 

 答弁であった住宅が密集している13地区のうち、

５つの地域からは防災指導の依頼があったという
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ことで、職員が行かれて指導されたと、これはま

さにありがたいことなんですが、しかしながら、

まだまだ８つ残っています。こういった残ってい

るところについても、積極的にしてくださいとい

うような形の取組をやっていただきたいなという

ふうに思うところです。 

 そこで、私は３点ほど一問一答で質問させてい

ただきたいんですが、私も昨今の火事や地震、災

害等が多発していることによって、地域の人たち

や、また若い人たち、こういった人たちと防災意

識の向上ということでいろいろ語り合うときがあ

ります。そこで、私もそういった方から質問を受

けて、改めて、ああ、こういったことをまだ皆さ

んは認識として知っておられないことが多いんだ

なと。でも、これは知っとかないと大事なんだよ

なということがありました。それを改めてもう一

度質問させていただきます。 

 まず１つ目なんですが、火災、風水害、地震等

の災害から身を守る注意点、特に、避難方法です

ね、これはよく皆さんから言われるんですよ。火

事や地震、風水害、それぞれ避難の方法、話を聞

くんだけど違うんだよねと。風水害の避難のとき、

火事のような避難をしたら間違った行動になりま

すし、そういった行動についての認識がまだまだ

皆さん把握されていない、こういったことを聞き

ます。火事のときはどがんすっとが本当やろうか

というようなですね。 

 ですから、改めて火災、風水害、地震から身を

守るための注意点、避難方法、これを再度質問し

ます。 

○予防課長（谷口英也） 

 議員御指摘のとおり、災害の種別によって避難

の方法は異なってまいりますし、仮に同じ種類の

災害であっても、その対応によっては異なる避難

方法を取るほうがより安全に避難できる場合もご

ざいます。 

 まず、火災による避難についてでございます。

特に、外出先など、いざというときにパニックに

ならないよう、建物ごとに複数の避難経路と避難

口をあらかじめ確認しておくことが重要でござい

ます。 

 なお、火災時に発生する煙の怖さにつきまして

は、先ほど総括質問への答弁の中でお答えしたと

おりでございますので、できるだけ煙を吸わない

ように迅速な避難を心がける必要がございます。 

 次に、風水害発生時の避難についてでございま

す。御承知のとおり、雨や風による災害につきま

しては、ある程度事前に予測することが可能でご

ざいます。いざというときに慌てることがないよ

う、平時からハザードマップを確認するなど、住

んでいる地域の危険箇所や避難所までの経路を確

認しておくことが何よりも重要となってまいりま

す。また、市町が発信する避難情報に従い、早め

の避難を開始することも危険を回避する重要なポ

イントとなります。 

 どうしても避難するタイミングがなかった場合

などは、慌てず周りの状況を慎重に判断して行動

する必要がございます。無理に避難所へ避難する

よりも、自宅の高い場所や近所の頑丈な建物に避

難するほうが安全な場合もございますので、状況

に応じた行動を心がけるようにしていただきたい

と思います。 

 後に、地震発生時の避難についてでございま

す。揺れを感じたり、緊急地震速報が発信された

場合には、丈夫なテーブルの下に身を隠すなど、

まず、身の安全を 優先に行動する必要がござい

ます。揺れを感じた直後に慌てて外に逃げ出すと、

落ちてきたガラスや屋根瓦でけがをするおそれが

あります。また、火を使っている場合は、慌てず、

揺れが収まってからガスの元栓を締め、屋外に避

難する場合には、通電火災を防止するため電気の

ブレーカーを切って避難することが必要となりま

す。 

 このように、災害発生時には状況に応じた避難

方法を冷静に判断することが も重要となってま

いります。 

 以上でございます。 

○白石昌利議員 

 今答弁がありましたように、やはり火災、風水

害、地震と、それぞれ違ってきているんですよね。

ですから、こういったことをしっかりと管内の住

民の方に知っていただくということが、 後に言
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われましたように、いざというときに冷静に判断

して避難できるということにつながると思います

ので、しっかりこの辺、局のほうからも周知とい

うか、そういった防災教育をどんどん行っていた

だきたいというふうに思います。 

 それと、次なんですが、これも私は本当に質問

を受けて改めて思ったことなんですが、避難する

際に、皆さんもよく目につかれていると思うんで

すが、避難口と非常口と書かれているところがあ

るんですよね。避難口と非常口と、いざ避難する

ときにどっちを優先だろうかとか、どういう違い

があるとやろうかというような質問を高校生から

受けました。こういった質問をあるところで受け

たんですが、僕も改めて聞いて思ったんですが、

どう違うんですか。 

○予防課長（谷口英也） 

 避難口と非常口につきましては、どちらも緊急

時に使用する出口でございまして、同じ意味合い

を持っており、違いはございません。 

 消防法令では避難口と非常口、どちらの言葉も

使われておりますが、誘導灯や誘導標識を設置す

る場所としては避難口と規定されております。ま

た、誘導灯や誘導標識の表示面には避難を示すシ

ンボルや文字を用いるよう規定されておりますが、

その文字には非常口という言葉を用いるよう規定

されております。 

 以上でございます。 

○白石昌利議員 

 ということは、聞かれたときには、避難口でも

非常口でも、書かれているところに避難してくだ

さいということでいいということですね。 

 これも分かっているようで分からないことなん

ですが、今言われた誘導標識の表示面で話が出ま

した。これも同じ聞かれたことなんですが、緑色

の字、それと、白字というのがありますよね。緑

色の誘導標識、白色の誘導標識、これはどがん違

うですかということを聞かれたんですが、これは

どのように判断して避難というか、するんでしょ

うか。 

○予防課長（谷口英也） 

 消防法令では、パネルの色が緑色の誘導標識は

避難口に設けるよう規定されております。一方、

パネルの色が白色の誘導標識につきましては、避

難口へ導くための方向を示すものでありますので、

廊下や通路に設けるよう規定されております。 

 以上でございます。 

○白石昌利議員 

 分かりました。 

 今３点聞いたんですが、これはどれも本当に当

たり前のことだったんですが、でも、本当にみん

ながまだまだこういったことについて細かく認識

していないということが現実あるわけですよ、私

も質問を受けていますので。ですから、そういっ

たことがないように、しっかりみんなが認識する

ようにしていただきたいというふうに思っていま

す。 

 防災意識、こういった一つ一つをしっかり認識

しているか認識していないかということは、やは

り自分で自分の身を守る、これにつながっていく

ことだと思うんですよね、知っておくことが。先

ほど言いましたように、煙の怖さ、こういったこ

とをしっかりと周知する、知っていただくため、

今、消防局では佐賀中部広域連合だよりとか、い

ろんな形での周知とか、また、いろんなリーフ

レットを配付されているかと思いますが、もっと

もっとこういったものを作成して、認識向上のた

めに住民にこういった資料を配付していただきた

いと思うんですが、その辺の取組はどうなってい

るでしょうか。 

○予防課長（谷口英也） 

 議員御指摘のとおり、積極的な情報発信の必要

性については十分認識しているところでございま

す。リーフレットの配付も含め、広報の内容や方

法につきましては、より効果的な方法を今後さら

に検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○白石昌利議員 

 これはしっかりやってください。本当に当たり

前のことが分かっていないということが大変怖い

ことであるということは、やっぱり自分が災害の

場にいて初めて分かることですから、そうならな

いようにですね。 初の答弁のときも、こういっ
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た周知については、防災イベントの啓発、また、

当消防局のホームページ、ラジオ放送、広報紙と、

いろんな形で答弁がありましたけれども、それで

も、今これだけのことをされても、まだ知ってお

られない、認識がまだ浅いという現状があるわけ

ですよ。ですから、こういった現状がある以上は、

もっともっと知ってもらうための手だてをいろい

ろ考えていただいて、高齢者、そして、特に弱者

ですよね。災害時、一番犠牲になるのは弱者の方

ですから、高齢者とか若い人たち、児童・生徒、

そういった人たちにもっともっと周知を心がけて

いただきたいというふうに思います。 

 後です。何度でも言うんですが、防災意識と

いうのは重要なんですよ。ですから、連合長や副

連合長の皆様にもお願いしたいんです。各自治体

の広報紙もあるかと思います。いろんな広報のや

り方が自治体であるかと思います。自治体でも

しっかりとこういったことを、いざ自分が火災や

災害に遭ったときに自分で身を守るすべ、知識を

いろんな紙面で、広報で知っていただきたい。そ

ういったことをぜひ自治体の連合長、副連合長に

つきましても取り組んでいただきたいということ

をお願いして、私の質問を終わります。 

 以上です。 

◇議長（山下明子議員） 

 ここで10分ほど休憩します。 

 会議は16時40分に再開します。 

          午後４時29分 休 憩   

 

          午後４時40分 再 開   

◇議長（山下明子議員） 

 休憩前に続き会議を開きます。 

 本日の会議時間を延長します。 

 広域連合一般に対する質問を続けます。 

○諸泉定次議員 

 小城市の諸泉であります。介護、消防を合わせ

まして６点質問を出しております。 

 そこでまず、総括質問の中で介護の３点につい

て質問をいたします。 

 １点目は、このコロナ禍で全国の介護サービス

事業者のうち、倒産以外で事業を停止した休業、

廃業、解散が昨年１年間では495件となり、調査

を始めた平成22年以降 多であると民間の東京商

工リサーチの調査結果が今年１月28日の新聞に掲

載されておりました。前年に比べて15.8％も増え

ております。 

 この主な要因ですが、新型コロナウイルス禍に

よる利用控えや物価高が主な要因と見られており

ます。このうち施設に通うデイサービスやヘル

パーによる訪問介護など、高齢者に日常生活を支

援する事業者が休業、廃業、解散、倒産の８割を

占めていると報道されています。国がサービスの

価格を決める介護報酬で、物価高や光熱費や食費

がかさんでも一般企業のように価格に転嫁できな

いため、収益が悪化しやすい体質が指摘されてお

ります。 

 そこで、広域連合管内での休止や廃止の現状は

どうなっているのか、質問いたします。 

 ２つ目は、生活支援サービスの現状についてで

あります。 

 昨年８月の議会でも小城市の取組を紹介しまし

たけれども、各構成市町での生活支援事業として

のごみ出しや買物支援、移送サービスなどの取組

に対して、広域連合として構成市町にどれぐらい

連携した取組となっているのか、質問いたします。 

 ３点目ですが、認知症対策について質問いたし

ます。 

 特に若年性認知症が増えているのではないかと

いうふうな声も聞きます。認知症は御存じのよう

に早期発見、早期対策で進行を遅らせることがで

きると言われています。 

 そこで、広域連合として認知症に対する現状と

対策はどうされているのか、質問をいたします。 

 次に、消防について総括質問をいたします。 

 まず、新型コロナの第８波のピークが過ぎよう

としておりますけれども、一時期、佐賀県は10万

人当たり感染率が全国１位になるなど大変な感染

者が出ました。都市部では新型コロナウイルス感

染症患者を受け入れる医療機関が満床で、搬送困

難な事例がマスコミで報道されておりました。 

 そこで、広域消防局管内でそのような事例がな

かったのか、現状について質問いたします。 
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 次に、女性隊員吏員の処遇対応について質問を

いたします。 

 御存じのように、男女平等社会で、これまで男

性職場と見られていたところに女性の進出や、保

育や看護など女性の職場と見られていたところに

男性の進出など、男女の職業観の垣根が低くなっ

てきています。そのことは、それまで気づかな

かった点の新たな発見や進歩が見られています。

広域消防も平成12年に女性消防吏員を初採用して

16年が経過しています。 

 そこで、広域消防局における女性消防吏員の採

用状況と配属先について質問をいたします。 

 総括質問の 後ですが、消防行政における適材

適所の人事異動や惨事のストレスケアについて質

問をいたします。 

 職員のモチベーションを保つために異動希望を

反映した人事異動を行う必要があると思われます

が、どのように対応されているのか、また、職員

が悲惨な災害現場等でストレスを感じた場合の惨

事ストレスケアについて質問をいたします。 

 以上、総括質問とし、あとは一問一答とします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 初めに、介護事業所の休止や廃止の現状につい

てお答えいたします。 

 令和４年４月から令和５年２月１日までに廃止

した事業所は14件で、２月１日時点の休止事業所

は20件となっております。 

 なお、令和４年度においては、現在までに20件

の事業所の新規指定を行っております。 

 休止につきましては、様々な状況がありますの

で、廃止と新規を比較した場合では、廃止より新

規指定が上回っておりますので、事業所が減少し

ているという状況は見受けられません。 

 次に、２つ目の生活支援サービスの現状につい

てお答えいたします。 

 構成市町で生活支援サービスである住民主体型

のサービスの現状について、サービスとして開始

されている時期が早い順に御説明いたします。 

 まず、小城市におきまして、令和元年６月に訪

問型サービスを開始しております。その実施主体

は市の社会福祉協議会です。また、訪問型サービ

スの中で外出支援も実施しております。 

 次に、佐賀市においては、令和２年９月に訪問

型サービスを東与賀町で開始し、同時期に移送型

サービスを大和町と久保田町で開始しています。

その実施主体はまちづくり協議会など、個別の生

活圏域の民間団体です。令和４年度現在は訪問型

サービスが東与賀町の１団体と、移送型サービス

は、当初の大和町と久保田町に加えて、巨勢町と

三瀬村の４団体が活動しております。 

 次に、多久市において、令和４年４月に訪問型

サービスを開始し、移送型サービスを令和４年７

月に開始しております。実施主体はいずれも市の

社会福祉協議会です。 

 次に、吉野ヶ里町では、令和４年５月に訪問型

サービスを開始しております。実施主体は町の社

会福祉協議会です。 

 後に、神埼市では、サービス事業には至って

おりませんが、一般介護予防事業としてボラン

ティアヘルパー事業を行っており、老人クラブが

実施主体となって生活支援活動を実施しておりま

す。 

 訪問と移送を合わせた住民主体の生活支援サー

ビスの全体での利用人数は、一般介護予防事業の

神埼市を含めましておおむね500人となっており

ます。 

 次に、３つ目の若年性認知症の現状についてお

答えいたします。 

 全ての地域包括支援センターでは、現在、合計

５名の若年性認知症の方の対応を行っております。 

 また、佐賀県の若年性認知症支援センターへも

問合せを行っており、佐賀県内の人数ではありま

すが、今年度を含む直近３か年度の相談人数を

伺っております。それによりますと、令和２年度

は実人数で22人、令和３年度は27人、令和４年度

は９月末までの半年間で16人となっております。 

 以上でございます。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 まず、搬送困難事例について説明させていただ

きます。 

 搬送困難事例とは、国が示しています救急出動

において、医療機関への問合せ回数が４回以上か



佐賀中部広域連合 令和５年２月定例会 ２月７日（火） 

 

 

- 30 - 

つ現場滞在時間が30分以上要した事例のことをい

います。 

 それでは、議員の御質問に対してお答えします。 

 当局における令和４年の新型コロナウイルス感

染症の疑いがあった出動件数は1,722件となって

おります。そのうち搬送困難事例の件数は15件で、

重症であった傷病者は２名でした。 

 以上でございます。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 私のほうからは、女性消防吏員の採用状況につ

いてお答えします。 

 当局の女性消防吏員は、現在12名で、その割合

は全体の2.8％となっております。勤続年数につ

きましては、16年目が 長で、令和４年４月１日

時点における女性消防吏員の平均勤続年数は7.7

年となっております。 

 次に、女性消防吏員の配属先についてお答えい

たします。 

 当局におきましては、女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律に基づき、特定事業主行

動計画を策定しております。この行動計画におい

て、女性が活躍できる職場として、女性職員がそ

の個性と能力を十分に発揮して、職業生活におい

て活躍できる職場の環境づくりを目指しておりま

す。 

 現時点における配属先の内訳といたしまして、

総務課、予防課に各１名、指令センターに１名、

消防隊に１名、救急隊に８名となっております。 

 このように、配属先については特に制限は設け

ておらず、意欲と適性に応じた配属を考慮してお

ります。 

 なお、女性消防吏員のうち、６名が救急救命士

の資格を取得しておりますので、救急隊への配属

の割合が高くなっております。 

 続きまして、適材適所の人事異動の惨事ストレ

スケアについてお答えいたします。 

 人事異動につきまして職員の希望を反映してい

るかですが、人事異動の希望につきましては、地

方公務員法の規定に基づき実施しております。人

事評価時において、全職員が提出する自己評価書

に異動希望を記載する欄を設けております。この

自己評価書に記載された異動希望を参考に適性を

総合的に判断し、可能な限り職員の意向に沿った

人事異動を行っております。 

 次に、惨事ストレスケアの方法についてお答え

いたします。 

 当局におきましては、惨事ストレスケア実施基

準を策定しております。この実施基準には自己診

断を行えるチェックリストを含んでおり、職員自

ら希望するときに心の変化を確認できる体制を整

えております。 

 また、グループミーティングによるケアについ

ても定めておりまして、必要に応じてカウンセリ

ングなどの治療に移行することも可能としており

ます。 

 さらに、労働基準法に基づき、年１回実施して

おりますストレスチェックにおきましても、職員

のストレス状況を把握し、評価によっては医師の

面談等を実施する体制を整えております。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 それでは、早速一問一答に移ります。 

 先ほど総括答弁の中で、介護事業者の休止、廃

止で、廃止事業者より新規事業者が上回っている

ため、事業者が減少している状況ではないという

ような答弁があったわけですけれども、では、休

止や廃止する事業所を利用していた高齢者の方の

援助や支援をどうしているのかということであり

ます。これまで利用していた事業所が休止や廃止

した場合、その地域に新たな事業所が新規として

サービスを提供すれば一定程度問題は少なくなる

と思うんですが、そうでない場合です。単純に数

字だけでは言えないんじゃないかと。そうでない

場合はどうするのかと。 

 私が一番心配するのは、今まで利用していた事

業所が休止、廃止した場合、じゃ、これから介護

のサービスからこぼれ落ちる人が出ないようにす

るためにはどのような対応をしているのか、それ

について質問をいたします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 介護事業者が介護サービス事業所を休止や廃止

するときは、本広域連合に１か月前までに届け出
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る必要があります。 

 また、休止や廃止をしようとする事業者は、そ

れまでにサービスを受けていた方で引き続きサー

ビスの利用を希望される方に対してはほかの事業

所を紹介するなど、継続的なサービスの提供が受

けられるようにすることが介護保険法で義務づけ

られております。そのため、本広域連合では、休

止や廃止の届出と併せて、利用者がその後に利用

する事業所への一覧、これを添付してもらい、利

用者へのサービスが確保されているかを確認する

ようにしております。 

 以上です。 

○諸泉定次議員 

 先ほど答弁の中で、１か月前に届け出る必要が

ある、それから、そういう利用者の方が困らない

ように一覧表をつくるということでありますけれ

ども、そこをしっかりチェックしていかないと、

介護サービスからこぼれ落ちる人が出てくると。

そしたら、幾ら新規がこんだけ増えましたよと

いったところで、ミスマッチが出てきたらとんで

もないことになるということで、ぜひしっかりそ

こはやっていただきたいと思います。 

 次に、異常に今物価が高騰しております。とり

わけ電気代とか光熱費、それから、食料品等の物

価高の影響を受けている事業者、こういうところ

に対する支援、対応はどうなっているのか、質問

いたします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 介護事業者につきましては、新型コロナウイル

ス感染症の影響を受けている中で、さらに電気や

ガス、燃料費等の物価高騰の長期化により経営に

多大な影響を受けております。 

 県では、そういった介護事業者等を支援するた

めに、医療・福祉・保育施設等物価高騰対応応援

金、これを給付することとしております。その応

援金の受付期限は令和５年２月末までとなってお

りますので、申請漏れがないように、各事業所に

対しまして定期的にメールで周知を行っておりま

す。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 定期的に周知漏れがないようにということです。

御存じのように、マスコミでも今月２月に入って

もかなりの品目で値上げが報道されております。

本当に物価高騰が今のところ止まらないという状

況ですので、先ほどありましたように、事業所も

経営的に大変、利用する側も大変、お互いに大変

ということで、そういう支援の応援金については、

ぜひ漏れがないようにしっかり周知徹底をしてい

ただきたいと思います。 

 次に、総括質問で出しておりますけれども、ご

み出しや移送サービスなどの生活支援サービスに

関して、こういう具体的なのは市町でやるわけで

すけれども、広域連合として視察、または情報交

換など、市町の連携で本当に広域連合としては財

政的支援や情報提供、意見交換や視察などの、そ

ういう構成市町のサービス向上に向けた取組とい

うのが欠かせないというふうに思うんですね。総

括の中でも答弁いただきましたけれども、こうし

た具体的な各市町がやっていることについての情

報交換、視察、意見交換、そういうのはどういう

ふうにされているのか、質問をいたします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 まず、先進地視察について御説明いたします。 

 佐賀市においては、訪問型サービスの視察は東

京都八王子市を、移送型サービスの視察は千葉県

大網白里市を視察されております。 

 小城市においては、サービス開始前に福岡県糸

島市、福岡県うきは市を視察され、サービス開始

後にも大分県国東市を視察されております。 

 今年度にサービスを開始した多久市と吉野ヶ里

町では、構成市町の中の小城市を視察されており

ます。また、市町の情報交換につきましては、構

成市町の担当者会議などで情報交換を行っており

ます。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 では、情報交換をされているということであり

ましたけれども、その機会はどのくらい行ってお

られるのか、質問いたします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 情報交換につきましては、予算編成時の説明会、
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これも含めまして、年に４回から６回ほど開催し

ております。また、情報共有ということでは、お

互いの事業の年間の実施計画もそれぞれ共有をし

ております。さらに、必要な場合は随時個別に電

話等での情報交換も行われております。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 ぜひそういう密の濃いサービス向上に、利用者

にとって本当によかったなというふうな介護行政

になるように、さらに頑張っていただきたいと思

います。 

 一応ここで介護に対する一問一答は終わります。 

 次に、よろしいですか。 

◇議長（山下明子議員） 

 認知症はいいんですか。 

○諸泉定次議員 

 認知症、ごめんなさい。抜けておりました。 

 認知症については、先ほど言われたように、い

らっしゃるということであります。県内では急激

に増えているというわけじゃないですけれども、

この管内では５名ということであります。総括質

問でも言いましたように、早期発見、早期対応が

症状を遅らせることができるということでありま

すので、ぜひ広域連合内でこの認知症に対する対

応できる人というのがゼロではないと思うんです

けれども、どのようにされているのか、質問をい

たします。 

○認定審査課長兼給付課長（金子健一） 

 それでは、認知症に対する取組についてお答え

いたします。 

 認知症への対応につきましては、若年性に特化

したものではありませんが、構成市町の取組の中

で、65歳未満の認知症の方にも関連が深い４つの

事業について御説明をいたします。 

 １つ目は、認知症地域支援推進員を中心とした

相談対応を行っております。また、その中で必要

に応じてより専門性の高い佐賀県若年性認知症支

援センターへのつなぎも行っております。 

 ２つ目は、認知症初期集中支援チームを組織し、

早期の診断や対応に向けた支援を実施しておりま

す。この取組には、各市町の医師会などと連携し

まして、チームにはそれぞれ専門医も入っており

ます。 

 ３つ目としては、認知症カフェを開催しており

まして、認知症の方やその家族が地域とつながり、

お互いを理解し合う場を提供し、家族の介護負担

の軽減を図っております。 

 ４つ目に、ものわすれ相談室を開催しており、

認知症の早期発見、早期対応を図り、症状の進行

を遅らせ、適切なケアや医療に結びつけておりま

す。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 失礼しました。 

 そういうことで、認知症、特に若年性認知症の

アルツハイマーが多くて、正直言って、私もこの

質問をするときちょっと調べてみたんですけれど

も、反面、怖いなというのが正直あります。しか

し、これは誰がどこでどう発生するか分からない

という病気でもありますので、ぜひ広域連合でも

この認知症に対してもより充実した対応をできる

ようにお願いしたいと思います。 

 以上をもって介護についての一問一答は終わり

ます。 

 次に、消防行政について質問をさせていただき

ます。よろしいですか。 

 総括質問の中でもお聞きしましたけれども、女

性消防吏員ですね。私も吏員というのがなかなか

読み切れなくて、役人とか公務員のことを指すん

ですね。その採用状況は聞きました。 

 各分野での女性消防吏員が活躍されております

けれども、言わずもがなのことでありますけれど

も、この女性消防吏員の採用のメリットについて

質問をいたします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 女性消防吏員を採用するメリットについてお答

えいたします。 

 人口減少社会を迎え、防災力の低下が懸念され

る中、多様化、大規模化する災害に的確に対応す

るためには、これまで以上に自助、共助、公助が

一体となって地域防災力を発揮することが必要と

なります。この地域防災力を必要とする場におき
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まして、高齢者から子供まで、男性や女性、災害

弱者と呼ばれる方々など様々な方がいらっしゃい

ます。これら様々な方に寄り添えるよう、公助を

担う消防においても、より多くの女性が参画、活

躍することで消防防災体制が向上するものと思っ

ております。 

 当局の女性消防吏員におきましても、いろいろ

な分野で活躍をしており、その活躍例として、救

急車を要請される傷病者には女性もおられます。

そのような場合において、女性隊員が対応したほ

うがスムーズな活動を行える場合もあります。住

民サービスの向上が図られているものと考えてお

ります。このようなことから、消防における女性

消防吏員の採用は必要なものと考えております。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 先ほどお答えいただきましたけれども、より具

体的に言えば、患者さんが女性の場合、けがとか、

いろいろな症状にもよりますけれども、診断する

とき、接触するとき、やはり女性のほうがよりよ

いということですよね。 

 これはちょっと余談になりますけど、民生委員

の方に聞いたときにも、家庭訪問するとき、女性

１人のところには女性がいいというような話も聞

きますので、やっぱりそういういろんな分野での

違いがあるわけですので、より活躍できるように、

女性隊員のメリットを 大限生かした配置をお願

いしたいと思います。 

 そこで、消防吏員に占める女性消防吏員の割合

目標はどうなっているのかということでお尋ねし

ます。その際、その目標は、広域消防独自の目標

なのか、国の目標なのか、質問します。 

 それともう一つ、私もこの質問をする中で、広

域消防だけでなくて、広域消防は2.8％の女性隊

員の採用割合だということで総括の中で答弁が

あったんですけれども、県の消防保安課に問合せ

て、県内の他の消防局はどうなっているんだろう

かと思って聞いてみたら、鳥栖三養基消防でも

146名中、女性隊員は３名ということで２％です

ね。それから、杵藤消防は212名中の２名で0.9％、

伊万里有田は129名中に、今年１名採用というこ

とで0.7％、唐津消防は178名中、４名の2.2％と

いうことで、広域消防が2.8％とはなっておりま

すけれども、なかなか厳しい状況だなということ

であります。 

 そこで、割合目標があるとするならば、達成目

標に向けて女性の採用、受験者を増やす必要があ

ると思われますけれども、ＰＲ等についてはどの

ようにされているのか、質問いたします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 まず、消防吏員に占める女性消防吏員の割合目

標についてお答えいたします。 

 さきに御説明いたしました当局が策定しており

ます特定事業主行動計画において、令和７年度ま

でに５％、現在の12名から10名増の22名を目指す

こととしております。 

 なお、この目標については、平成27年度に総務

省消防庁の次長から発出された消防本部における

女性消防吏員のさらなる活躍に向けた取組の推進

についての通知で、国がお示ししております目標

の数値と同数でございます。 

 続きまして、女性の採用試験受験者を増やすた

めのＰＲについてお答えいたします。 

 ＰＲといたしましては、就職説明会に女性職員

を派遣いたしまして、総務省消防庁が作成したパ

ンフレット等を活用しながら、女性が活躍できる

職場であることの広報活動に努めております。 

 また、女性消防吏員を起用しました採用募集の

ポスターを県内の高校をはじめ、九州管内の大学、

西日本各地の専門学校、構成市町等へ送付を行い

まして、受験しやすいイメージアップを図ってい

るところでございます。さらに、当局のホーム

ページ、女性活躍推進について掲載しており、広

く周知を行っているところであります。 

 今後はＳＮＳで配信するなど、様々な機会を捉

えまして、積極的な広報活動を行っていきたいと

思っております。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 積極的なＰＲをまた高校とか、いろんなそうい

う学習機関に働きかけるということでありますけ

れども、やっぱりもっともっとＰＲも強めていか
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ないと、自衛隊、警察、消防、どちらかというと

男の職場というふうなイメージがかなり強い、そ

んな感じでありますので、女性特有のメリットの

部分も言っていただきましたので、ぜひ努力して

いただきたいと思います。 

 次に、適材適所での人事異動や惨事のストレス

ということで質問をいたしますけれども、その隊

員の方のモチベーションを保つための異動という

ことでありますけれども、異動というのはなかな

か難しいと思うんですけれども、私がちょっと小

耳に挟んだ話では、聞けば、佐賀消防署とか、小

城消防署とか、北部消防署とか、そういう場所を

希望する方や、救急隊とか、職種を希望される方

がいるというふうに聞きます。 

 逆に言えば、そういう異動を具体的に出される

ということは、より向上心があって、さらに前に

進もうということだというふうに私は思うんです

けれども、そういうことであるならば、なおさら

異動というのは大変だと思いますけれども、ただ、

これが本人の希望どおりにいくかどうか、それは

何とも分からないんですけれども、そうならない

ときも当然出てきます。そうしたときのことも含

めて、モチベーションを保つための異動というの

はどのようにされているのかということと、もう

一つ聞きますけれども、惨事ストレスケアについ

てどのように対応されているかということで、特

にモチベーションを保つための人事異動について

質問をいたします。 

○消防副局長兼総務課長（柿内信一郎） 

 職員のモチベーションを保つための異動につい

てお答えいたします。 

 職員のモチベーションを保つため、人事異動の

サイクルにつきまして、原則配属３年として異動

を行っております。その際には、さきにお答えい

たしました自己評価書の異動希望を反映できるよ

う心がけているところでございます。 

 あと一つ、先ほど総括のほうでお答えしました

けれども、惨事ストレスケアにつきましては、グ

ループミーティングを行ったり、各個人に、災害

が発生したすぐにグループミーティング等を行い

まして、同じような答弁になりますが、できるだ

け惨事ストレスのケアを行うということをやって

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○諸泉定次議員 

 消防、介護も含めてですけれども、消防局にお

いても市民の生命、財産を守るため一生懸命頑

張っておられることは十分理解しております。さ

らなる奮闘と、私たち議員としても支援していく

ことを述べて、私の質問を終えます。 

 以上です。 

○川﨑健二議員 

 佐賀市の川﨑健二です。通告に従いまして、３

点質問を行います。 

 まず１点目は、救急車の救急出動関連です。 

 私は佐賀市の神野に住んでいますが、もともと

は農地だったところが宅地になりました。その都

度その都度宅地になったので、道幅が狭く、至る

ところに袋小路があります。昨年10月と７月、家

の近所で急患があったんですけれども、緊急出動

した救急車が２回とも同じところで立ち往生しま

した。救急車はどういった判断で道を選んでいる

のか、近所でも話題になりました。 

 そこでまず、当時の経緯について御説明くださ

い。 

 ２点目は、高層建築物の火災対応です。 

 今年１月13日と22日に防災ネットあんあんの

メールで、火災発生情報ということで高層火災と

書いてありました。そういえば、 近、佐賀市、

特に中心市街地ではマンションとかが増えました。

これからの高層建築物の中で生活される方々の安

心のためにも、管内にマンションなどの高層建築

物が何棟あるのか、はしご車は何台あるのか、現

状を御説明ください。 

 後に、ネット119緊急通報システムについて

お尋ねします。 

 聴覚や発話に障がいがあり、音声で緊急通報す

ることが困難な方々が、スマホや携帯電話で簡単

に利用できるネット119緊急通報システムですが、

一体どういったものなのか、また、現在の普及や

活用の状況も御説明ください。 

 総括質問は以上です。 
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○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 議員の御質問の救急事案を説明する前に、災害

出動時の経路設定について御説明します。 

 救急車、消防車等は、災害出動するときに、出

動経路を決定する際、車載していますカーナビ

ゲーションシステムを使用しています。このカー

ナビゲーションシステムは、出動指令後、幅員

2.5メートル以上の道を通行する 短距離のルー

トを示します。これに基づいて救急隊等は現場へ

出動することとなっています。 

 それでは、７月と10月の救急事案について御説

明いたします。 

 ７月の事案についてですが、車載しているカー

ナビゲーションシステムに示されているとおり、

短距離のルートで出動しています。救急要請を

された傷病者宅近くの道路が狭隘であったため、

無理に進入せず、その手前で救急車を停車させ、

救急隊員が駆け足で急行し、救急活動を行ってお

ります。 

 また、10月の事案につきましても、同様の活動

を行っております。 

 今回のように狭隘な道路では、病院搬送までの

活動全体を考慮し、直近に停車しないことが 善

と救急隊長が判断したときは、無理に車両を進め

ることなく、近隣に停車する場合があります。万

が一事故を発生させてしまうと、別の救急車を要

請し、傷病者を搬送することになりますので、到

着まで時間がかかり、傷病者の身体に多大な負担

をかけることから、事故を避けるためにも無理に

進入せず、安全な場所に停車させる場合もありま

す。これらのことにより、傷病者宅や搬送する病

院への到着時間が遅延することがないように、安

全運行と速やかな搬送に心がけております。 

 次に、御質問がありました中・高層建築物につ

いて御説明させていただきたいと思います。 

 高層建築物とは、消防法において31メートル以

上の建築物をいいます。また、中層建築物とは、

４階以上で31メートル未満の建築物をいい、これ

ら全てを中・高層建築物といいます。 

 令和５年１月31日現在、本局管内には1,106棟

の中・高層建築物があり、約９割が佐賀市内に集

中しております。本局では、これら中・高層建築

物の火災に対応するため、消防力の整備指針に基

づき、佐賀消防署に40メートル級はしご車を１台、

25メートル級を１台、多久消防署に25メートル級

を１台それぞれ配備しております。 

 以上でございます。 

○情報指令課長（砥川勇人） 

 ネット119緊急通報システムについて説明いた

します。 

 本局でのシステム運用は令和３年４月１日から

で、間もなく２年を迎える比較的新しいシステム

でございます。 

 概要を説明いたしますと、聴覚や発話に障がい

がある方が、緊急時にスマートフォンや携帯電話

を使い、音声によることなく、タッチパネルやボ

タン操作で簡単に素早く119番通報ができるとい

うシステムでございます。 

 利用方法につきましては、例えば、スマート

フォンの操作を説明いたしますと、ホーム画面の

アイコンをタップして目的の緊急通報を選択しま

す。緊急通報には救急、火事、その他の中から選

択します。その後、通報場所を自宅、現在地から

選択し、指令課員とチャットのやり取りで状況を

通報し、緊急車両を要請するという内容になりま

す。 

 このシステムを利用するには事前の登録が必要

であり、現在、本局では40名の方が登録されてお

ります。 

 運用開始から昨年末までの通報件数は４件とい

う実績でございます。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 それでは、一問一答に移ります。 

 まず、救急出動の実態ですけれども、過去３年

間で結構です。救急車の出動、つまり件数とか現

場に到着するまでの平均時間等をお示しください。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 過去３年間の本局の救急出動件数についてお答

えします。 

 令和２年は１万3,934件、令和３年は１万4,891

件で、前年より957件増加しています。令和４年
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は１万7,928件で、前年より3,037件増加しており

ます。 

 次に、119通報時から現場までの到着時間です

が、令和２年の平均は９分、令和３年の平均は９

分30秒、令和４年の平均は９分54秒となっており

ます。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 一刻を争うとても大変な仕事だということが分

かりました。いかに早く現場に到着するかという

ことはとても大切なことだと思います。 

 先ほども少し説明がありましたけれども、こう

いった狭い道、いわゆる狭隘道路に対する消防局

の対応を御説明ください。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 御質問についてお答えします。 

 総括でも申したとおり、災害出動をする際は

カーナビゲーションシステムに基づいて出動しま

す。しかし、カーナビゲーションシステムには、

道路上の電柱や家屋から張り出したひさしなど、

通行に支障となるデータが入力されていないこと

があります。そのため、人事異動後の年度当初に

地理、水利の調査と併せて、狭隘道路、障害物の

把握も行っており、現状把握に努めております。 

 この調査結果を情報指令センターにおいて出動

指令用の地図に入力し、車載のカーナビゲーショ

ンシステムに反映させ、職員と情報共有を図って

いるところです。今後も随時調査を実施し、道路

の実態把握に努めてまいります。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 ありがとうございます。先ほどの説明の中で、

道路狭隘調査を行っている、そして、それがナビ

にも反映されている、その情報を指令センターと

運転者が共有して 適のルートを選んでいる、そ

ういったことを説明していただきました。今後も

ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 ただ、先ほどの例をもう少し詳しく説明いたし

ますと、去年７月も10月も同じところで救急車が

立ち往生しました。反対側から来ていれば家のす

ぐ前まで直づけできて、ストレッチャーで30メー

トルも運ぶ必要はなかったんです。それから、そ

の後、救急車に乗せた後に病院へ搬送する際に、

救急車は進入してきた道をバックで120メートル

下がっていったわけなんですけれども、途中、直

角の角もあるんですね。そこにどれくらいの時間

を要したのか、私は測っておりませんけれども、

今後、命に関わる大切な時間ですから、反対側か

ら来ていれば、家の前まで来て、すぐに搬送でき

たのにねと近所の者たちが言っておりましたので、

今質問をしております。 

 ところで、私が申し上げるまでもなく、救急活

動には運転技術の向上とともに、いわゆる先ほど

も話をしていただきましたが、土地勘というか、

管内の地理を熟知することが重要であると考えま

す。実際、消防署のほうでは日々どのような取組

をされているのか、いま一度御説明ください。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 まず、本局では年に１回、運転手に対し座学講

習、または実技講習を実施しております。このほ

か、管内６消防署で自動車学校や農業大学の自動

車走行コースを借用し、技術の訓練及び安全運転

講習を年に数回実施しております。また、高度な

運転技術や知識が学べる茨城県ひたちなか市の安

全運転中央研修所へ毎年職員３名を派遣し、交通

法規、車両の特性、緊急走行時の注意点など詳細

な教育を受講させています。 

 受講後は、他の職員への安全運転講習を各消防

署で行い、技術の伝承を実施し、さらに、人事異

動後の地理、水利、狭隘道路、障害物の調査と併

せて、実働車両を使用した運転訓練を実施し、早

期の道路状況等の把握に努めているところでござ

います。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 これからもこうした訓練をどうぞよろしくお願

いいたします。 

 ２点目は、マンションなどの高層建築物の火災

対策についてお尋ねします。 

 先ほど総括質問への回答をお伺いしていて、管

内でも中・高層の建築物は結構増えたなという印

象を持ちました。実際、火災の件数とかはしご車
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の出動回数とかはどうなっているのでしょうか。 

○消防副局長兼警防課長（貞島秀晴） 

 本局管内の過去３年において火災によるはしご

車の出動は、令和２年が４件、令和３年が４件、

令和４年が３件の計11件です。その中で、はしご

車を伸ばして活動した事案はございません。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 回数が少なくて、ほっとしています。ただ、今

後減ることはないと思いますので、どうぞ万全の

体制をよろしくお願いしたいと思います。 

 後に、ネット119緊急通報システムについて

質問します。 

 このシステムが導入されてから２年になろうと

していますが、加入登録がまだ少ないように思い

ます。また、利用も十分でないように思うのです

が、そこら辺はいかがでしょうか。 

○情報指令課長（砥川勇人） 

 先ほど申し上げましたように、本局の登録者数

は40名、県内で同様のシステムを利用しています

唐津市消防本部は登録者数26名、杵藤地区消防本

部は登録者数23名でございます。 

 加入が十分でないとの御質問ですが、加入登録

に関しまして積極的な情報発信や広報の必要性に

つきましては、十分認識しているところでござい

ます。 

 また、このシステムは事前登録が必要なため、

本人が登録をちゅうちょされたり、希望されない

場合もあるかと思いますが、今後も積極的な広報

に努め、加入登録者を増やす取組を行ってまいり

たいと考えております。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 聴覚に障がいのある方々にとっては非常に有効

な道具だと思いますので、もっともっと積極的に

普及を図るべきだと思います。今後の普及啓発を

どのようにお考えか、お示しください。 

○情報指令課長（砥川勇人） 

 現在実施しております普及啓発活動は、各構成

市町等の広報紙への掲載、各構成市町担当課の窓

口でのパンフレットによる広報、消防局及び構成

市町のホームページへの掲載等を実施しておりま

す。これらにつきましては、継続して実施してい

きます。 

 また、コロナ禍で自粛しておりました聾学校や

聴覚障害者サポートセンター等への訪問を再開さ

せ、関係者等から状況や事情等を聴取し、普及啓

発につなげていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○川﨑健二議員 

 実際に出向いて支援するというのはとても大切

なことだと思います。今後もよろしくお願いした

いと思います。 

 これで質問は終わるんですけれども、今回調べ

ている中で、ウェブで申請できるオンライン申請

をする自治体が増えました。九州県庁所在地でい

うと、福岡、長崎、熊本、宮崎で実施されていま

す。また、この件についてはまた後日、いつか機

会を見つけて質問しようと思いますので、さらな

る普及啓発に努めていただきたいと思います。 

 私からは以上です。 

◇議長（山下明子議員） 

 以上で広域連合一般に対する質問を終わります。 

 以上で本日の日程は終了しました。 

 次の会議は２月10日午前10時に開きます。 

 本日はこれで散会します。 

          午後５時44分 散 会   
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〔当日配付資料〕 

報告第１号

諸  報  告 

○例月出納検査の報告について 

 令和４年８月３日から令和５年２月６日まで

に、監査委員より例月出納検査の結果について

下記のとおり報告された。 

 その内容は、それぞれ議員各位にその（写）

を送付したとおりである。 

記 

 ９月７日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和３

年度６月分） 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度６月分） 

 ９月30日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度７月分） 

 10月27日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度８月分） 

 11月28日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度９月分） 

 12月27日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度10月分） 

 １月25日 例月出納検査結果報告について 

（一般会計・特別会計等の令和４

年度11月分） 

 

委員会付託区分表 

○介護・広域委員会 

議案番号 件  名 
第 １ 号 議 案 令和５年度佐賀中部広域連合一般会

計予算 
第 ２ 号 議 案 令和５年度佐賀中部広域連合介護保

険特別会計予算 
第 ４ 号 議 案 令和４年度佐賀中部広域連合一般会

計補正予算（第２号） 
第 ５ 号 議 案 令和４年度佐賀中部広域連合介護保

険特別会計補正予算（第２号） 
第 ７ 号 議 案 佐賀中部広域連合条例の読点の表記

を改める条例 

第 ８ 号 議 案 佐賀中部広域連合個人情報の保護に
関する法律施行条例 

第 ９ 号 議 案 佐賀中部広域連合職員の定年等に関
する条例等の一部を改正する等の条
例 

第 1 0 号議案 佐賀中部広域連合会計年度任用職員
の給与及び費用弁償に関する条例の
一部を改正する条例 

第 1 1 号議案 佐賀中部広域連合広域計画について 
第 1 3 号議案 専決処分について（佐賀中部広域連

合職員の育児休業等に関する条例の
一部を改正する条例） 

 

○消防委員会 

議案番号 件  名 
第 ３ 号 議 案 令和５年度佐賀中部広域連合消防特

別会計予算 
第 ６ 号 議 案 令和４年度佐賀中部広域連合消防特

別会計補正予算（第３号） 
第 1 2 号議案 専決処分について（令和４年度佐賀

中部広域連合消防特別会計補正予算
（第２号）） 

 



令 和 ５ 年 ２ 月 10 日
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令和５年２月10日（金）   午前10時00分～午前10時７分 

出  席  状  況 

議 席 番 号 ・ 議 員 氏 名 ① ② ③ 議 席 番 号 ・ 議 員 氏 名 ① ② ③ 

１．田 中  英 行 ○ 

－ － 

11．江 原  新 子 ○ 

－ － 

２．田 渕    厚 ○ 12．久 米  勝 也 ○ 

３．堤    克 彦 ○ 13．中 村  宏 志 ○ 

４．諸 泉  定 次 ○ 14．実 松  尊 信 ○ 

５．野 副  芳 昭 ○ 15．永 渕  史 孝 ○ 

６．白 石  昌 利 ○ 16．松 永  憲 明 ○ 

７．古 川  輝 英 ○ 17．川 副  龍之介 ○ 

８．筒 井  佐千生 ○ 18．重 松    徹 ○ 

９．川 﨑  健 二 ○ 19．川原田  裕 明 ○ 

10．御 厨  洋 行 ○ 20．山 下  明 子 ○ 

  【凡例】会議時間:①10:00～10:07 ○:出席 欠:欠席 

 

地方自治法第121条による出席者 

広 域 連 合 長 坂  井  英  隆 副 広 域 連 合 長 横  尾  俊  彦 

副 広 域 連 合 長 江 里 口  秀  次 副 広 域 連 合 長 内  川  修  治 

副 広 域 連 合 長 池  田  一  善 広 域 連 合 理 事 中  島  武  子 

監 査 委 員 力      剛 会 計 管 理 者 森    留 美 子 

事 務 局 長 石  橋  祐  次 消 防 局 長 片  渕  義  孝 

副局長兼総務課長兼業務課長 宮  崎  直  樹 消防副局長兼総務課長 柿  内  信 一 郎 

消防副局長兼警防課長 貞  島  秀  晴 認定審査課長兼給付課長 金  子  健  一 

予 防 課 長 谷  口  英  也 情 報 指 令 課 長 砥  川  勇  人 

佐 賀 消 防 署 長 東  山  哲  三   

 

会議に出席した議会事務局職員 

議 会 事 務 局 長 倉  持  直  幸 議 会 事 務 局 参 事 宮  崎  直  樹 

議会事務局副局長 西  村  侯  二 議 会 事 務 局 書 記 宮  﨑  弘  充 

議 会 事 務 局 書 記 勝  見  伸 太 郎 議 会 事 務 局 書 記 倉  谷    裕 
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本 日 の 案 件 

 

 ●以下の議案に対する委員長報告、委員長報告の省略、報告に対する質疑、討論、採決 

  ○第１号議案 令和５年度佐賀中部広域連合一般会計予算 

  ○第２号議案 令和５年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計予算 

  ○第３号議案 令和５年度佐賀中部広域連合消防特別会計予算 

  ○第４号議案 令和４年度佐賀中部広域連合一般会計補正予算（第２号） 

  ○第５号議案 令和４年度佐賀中部広域連合介護保険特別会計補正予算（第２号） 

  ○第６号議案 令和４年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第３号） 

  ○第７号議案 佐賀中部広域連合条例の読点の表記を改める条例 

  ○第８号議案 佐賀中部広域連合個人情報の保護に関する法律施行条例 

  ○第９号議案 佐賀中部広域連合職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例 

  ○第10号議案 佐賀中部広域連合会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正

         する条例 

  ○第11号議案 佐賀中部広域連合広域計画について 

  ○第12号議案 専決処分について（令和４年度佐賀中部広域連合消防特別会計補正予算（第２号）） 

  ○第13号議案 専決処分について（佐賀中部広域連合職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

         する条例） 

 ●以下の議案の追加上程、提案理由説明・質疑・委員会付託・討論の省略、採決 

  ○第14号議案 佐賀中部広域連合議会傍聴規則及び佐賀中部広域連合議会会議規則の読点の表記を

         改める規則 

 ●議決事件の字句及び数字等の整理 

 ●会議録署名議員指名（諸泉定次議員、川﨑健二議員） 

 ●閉会 
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● 開  議 

◇議長（山下明子議員） 

 おはようございます。これより本日の会議を開

きます。 

● 委員長報告 

◇議長（山下明子議員） 

 日程により、第１号から第13号、以上の議案を

一括して議題といたします。 

 議案を付託した常任委員会からそれぞれお手元

のとおり審査報告書が提出されておりますので、

委員長の口頭での報告を求めます。〔委員会審査

報告書（43ページ掲載）〕 

○諸泉定次介護・広域委員長 

 介護・広域委員会に付託された議案の主な審査

内容について、補足して御報告申し上げます。 

 第４号議案 令和４年度佐賀中部広域連合一般

会計補正予算（第２号）について、委員より保険

料の訪問徴収についてはくまなく訪問する方針か

ら情報収集を行い、ある程度対象者を絞り込んで

対応する方針に転換しているとのことだが、実際

に訪問数は減っているのかという質問があり、執

行部より、方針転換により訪問数は減っているが、

情報を精査し、差し押さえ等の滞納処理に係る法

令に従って対応しているので、滞納者は年々減っ

ているとの答弁がありました。 

 これに対し、委員より、滞納者を減らしてきた

ということだが、訪問することで実情が分かるこ

ともあると思う。差し押さえの対象者はどのよう

に決めているのかという質問があり、執行部より、

滞納者に対して差し押さえを行う際は預貯金等の

財産調査を行い、訪問もするなど対象者の生活実

態の確認を行った上で、事務局内で慎重に協議を

行い、対象者を決めているとの答弁がありました。 

 次に、委員より、保険料の低所得者に対する減

免の件数が少なく、実態と合っていないようだが、

どのように対応しているのかという質問があり、

執行部より、滞納者を訪問する際などに減免の対

象となる可能性がある方には保険料の減免制度を

案内しているとの答弁がありました。 

 以上の審査を経て、採決の結果、第１号、第２

号、第４号、第５号、第７号から第11号議案につ

いては全会一致で原案を可決すべきものとし、第

13号議案は全会一致で承認すべきものと決定いた

しました。 

 以上で、介護・広域委員会の報告を終わります。 

● 委員長報告の省略 

◇議長（山下明子議員） 

 ここでお諮りします。 

 消防委員会については、審査報告書の提出に伴

う委員長の口頭での報告を省略したいと思います

が、これに御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、消防委員会につ

いては、委員長の口頭での報告を省略することに

決定いたしました。 

● 報告に対する質疑 

◇議長（山下明子議員） 

 これより先ほどの介護・広域委員長の報告に対

する質疑を行います。質疑はありませんか。 

    （「なし」と呼ぶ者あり） 

 質疑なしと認めます。よって、介護・広域委員

長の報告に対する質疑を終わります。 

● 討  論 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、討論ですが、これまでに通告がありませ

んので、討論を終わります。 

● 採  決 

◇議長（山下明子議員） 

 これより第１号から第11号議案を一括して採決

します。 

 お諮りします。本案は委員会の決定どおり可決

することに御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第１号から第11

号議案は可決されました。 

 次に、第12号及び第13号議案を一括して採決し

ます。 

 お諮りします。本案は委員会の決定どおり承認

することに御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第12号及び第13

号議案は承認されました。 
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● 追加議案上程 

◇議長（山下明子議員） 

 お諮りします。お手元のとおり議会運営委員会

から第14号議案 佐賀中部広域連合議会傍聴規則

及び佐賀中部広域連合議会会議規則の読点の表記

を改める規則が提出されましたので、日程に追加

し、直ちに議題としたいと思いますが、御異議あ

りませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第14号議案を日

程に追加し、直ちに議題とすることに決定しまし

た。 

● 提案理由説明・質疑・委員会 

付託・討論の省略    

◇議長（山下明子議員） 

 お諮りします。本案は提案理由説明、質疑、委

員会付託、討論を省略し、直ちに採決したいと思

いますが、御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、本案は提案理由

説明、質疑、委員会付託、討論を省略し、直ちに

採決することに決定しました。 

● 採  決 

◇議長（山下明子議員） 

 それでは、これより第14号議案を採決します。 

 お諮りします。本案は原案を可決することに御

異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、第14号議案は可

決することに決定しました。 

● 議決事件の字句及び数字等の整理 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、議決事件の字句及び数字等の整理につい

てお諮りします。 

 今定例会の議決事件について、その条項、字句、

数字、その他の整理を要するものについては、そ

の整理を議長に委任されたいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。 

    （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 異議なしと認めます。よって、条項、字句、数

字、その他の整理は議長に委任することに決定い

たしました。 

● 会議録署名議員指名 

◇議長（山下明子議員） 

 次に、会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、議長において諸泉議員、川

﨑議員、この２名を指名いたします。 

● 閉  会 

◇議長（山下明子議員） 

 以上で今定例会の議事は全て終了いたしました。 

 令和５年２月佐賀中部広域連合議会定例会を閉

会いたします。お疲れさまでした。 

          午前10時７分 閉 会 
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〔当日配付資料〕 

令和５年２月10日

佐賀中部広域連合議会 

議長 山 下 明 子  様 

介護・広域委員会    

委員長 諸 泉 定 次 

介護・広域委員会審査報告書 

 本委員会に付託された事件は、審査の結果、

下記のとおり決定したので、佐賀中部広域連合

議会会議規則第109条の規定により報告します。 

記 

議案番号 件  名 審査結果
第１号議案 令和５年度佐賀中部広域

連合一般会計予算 
可 決 

第２号議案 令和５年度佐賀中部広域
連合介護保険特別会計予
算 

可 決 

第４号議案 令和４年度佐賀中部広域
連合一般会計補正予算
（第２号） 

可 決 

第５号議案 令和４年度佐賀中部広域
連合介護保険特別会計補
正予算（第２号） 

可 決 

第７号議案 佐賀中部広域連合条例の
読点の表記を改める条例 

可 決 

第８号議案 佐賀中部広域連合個人情
報の保護に関する法律施
行条例 

可 決 

第９号議案 佐賀中部広域連合職員の
定年等に関する条例等の
一部を改正する等の条例 

可 決 

第1 0号議案 佐賀中部広域連合会計年
度任用職員の給与及び費
用弁償に関する条例の一
部を改正する条例 

可 決 

第1 1号議案 佐賀中部広域連合広域計
画について 

可 決 

第1 3号議案 専決処分について（佐賀
中部広域連合職員の育児
休業等に関する条例の一
部を改正する条例） 

承 認 

 

 

令和５年２月10日

佐賀中部広域連合議会 

議長 山 下 明 子  様 

消防委員会       

委員長 川 副 龍之介 

消防委員会審査報告書 

 本委員会に付託された事件は、審査の結果、

下記のとおり決定したので、佐賀中部広域連合

議会会議規則第109条の規定により報告します。 

記 

議案番号 件  名 審査結果
第３号議案 令和５年度佐賀中部広域

連合消防特別会計予算 
可 決 

第６号議案 令和４年度佐賀中部広域
連合消防特別会計補正予
算（第３号） 

可 決 

第1 2号議案 専決処分について（令和
４年度佐賀中部広域連合
消防特別会計補正予算
（第２号）） 

承 認 
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  地方自治法第123条第２項の規定により、ここに署名する。 

 

 

      令和  年  月  日 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 長    山 下  明 子 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    諸 泉  定 次 

 

 

  佐 賀 中 部 広 域 連 合 議 会 議 員    川 﨑  健 二 

 

 

  会 議 録 作 成 者 
                    倉 持  直 幸 
  佐賀中部広域連合議会事務局長 
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